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終了時評価調査結果要約表 

1. 案件の概要 

国名：ベトナム社会主義共和国 案件名：（科学技術）ベトナムにおける幹線交通網沿

いの斜面災害危険度評価技術の開発プロジェクト 分野：防災 

所轄部署：国際協力機構（JICA）地球環境

部防災第一チーム 

協力形態：地球規模課題対応国際科学技術協力プロ

グラム（SATREPS） 

協力期間：2011 年 11 月～2016 年 11 月 協力金額：約 3.7 億円（5 年間） 

日本側協力機関：国際斜面災害研究機構

（ICL）、森林総合研究所（FFPRI）、

東北学院大学 

先方実施機関：交通省（MOT）交通科学技術研究所

（ITST） 

1-1 協力の背景と概要 

ベトナム国はインドシナ半島の東に位置し、南シナ海に面した国で、国土は南北に 1,700km と

細長い。全国土の 4 分の 3 が山岳地域で、その地盤は苛酷な熱帯気候に曝されて脆い。また、活

発な地殻変動に起因する割裂が多数存在している。降雨量は太平洋に面して熱帯モンスーン気候

の影響を強く受けており、特に中部地域では年間 3,000～4,500mm と非常に多い。また近年は気

候変動の影響によると思われる台風などの熱帯低気圧の通過や豪雨が増加傾向にある。このた

め、ベトナム国では毎年のように風水害、土砂災害に見舞われてきており、その被害額は 2000 年

～2011 年にかけて 25 億米ドルに上り、ASEAN 諸国の中でも最大の規模に達している。  

ベトナムの国道は MOT が管轄しており、国道の総延長約 15,360km のうち 4 分の 3 が傾斜地

に位置し、さらにその約 30％は山間部を通過している。雨季には毎年地すべりが発生し、道路に

崩落する土砂量は毎年数十万㎥、道路閉鎖期間は数日から数週間、死亡者数は 25～30 人に上り、

ベトナム国の社会経済に悪影響を及ぼしている。南北を結ぶ国道 1 号線および国道 2 号線は、ベ

トナムの経済活動を支える幹線道路であるが、1999 年末には国道 1 号線沿線で大規模な地すべ

りが発生し、30 名が死亡、100 戸以上が被災し、国道は 1 週間にわたって閉鎖され、復旧工事後

もおよそ 2 週間は車両の通行が制限された。この地すべり被害を受けて、ベトナム戦争時に建設

されたホーチミンルートが拡幅舗装され、南北を縦断する国道 2 号線として運用されるようにな

った。しかし、国道 2 号線でも雨季にしばしば大規模な地すべりが発生しており、2002 年にはハ

ティン省の 2 つの郡で土石流が発生し、53 名が死亡、111 人が負傷 、7,235 戸が被害に遭うなど、

国道 1 号線、2 号線ともに早急な斜面災害の軽減策が求められている。  

MOT は斜面災害発生防止のための対策から斜面災害発生時の道路の封鎖、復旧工事を担って

いるが、 効率的な斜面災害対策のためには地すべり危険地域の特定、危険度の評価、災害予測

などの能力を向上させる必要がある。しかし、MOT の研究機関である ITST は地すべりに関する

専門性を有する研究者が乏しく、その能力開発が喫緊の課題となっている。   

斜面災害危険度評価技術はベトナムのように経済・国土開発に伴う土地開発が急激に拡大して

いる国々において特に重要である。地震・豪雨による斜面災害発生予測・運動予測は日本の科学

技術が世界をリードしており、本研究の実施とその後の継続的発展によりベトナムに適した斜面

災害危険度評価技術を開発するとともに同技術が定着するような人材育成・教育を行うことを目

的として本プロジェクトは計画された。 

これらの背景に基づき、ベトナム国政府は日本政府に対し「地球規模課題対応国際科学技術協

力プログラム（Sience and Technology Research Partnership for Sustaibable Development：SATREPS）

事業」のスキーム下で要請を挙げ、2011 年 11 月に合意議事録（R/D）を署名・交換した。今般、

2016 年 11 月のプロジェクト終了を控え、プロジェクトの目標達成見込みや成果等を確認・評価

し、残りの期間の活動に係る提言等を協議・合意することを目的として合同終了時評価調査が実

施されることとなった。 
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1-2 協力内容 

1) 上位目標 

開発された地すべり危険度評価技術と早期警報システムの社会的実用によりベトナムの幹線

道路及び都市・農村部の安全に貢献する。 

2) プロジェクト目標 

日本の先進的な技術を基に、ベトナムにおける幹線交通網沿いの斜面災害を軽減するための斜

面災害危険度評価技術が共同開発されるとともに、当該技術を活用できる人材が育成される。 

3) 成果 

1. 研究対象地域の前兆段階にある地すべりマップ作成技術が開発され、地すべり危険地域が特

定される。 

2. 土質試験とコンピュータ・シミュレーションによる斜面災害危険度評価技術が開発される。 

3. 研究対象地域において地すべりモニタリングによる危険度評価が実施され、早期警戒システ

ムが構築される。 

4. 開発された斜面災害危険度評価技術の社会実装のための総合的なガイドラインを策定する。 

4) 投入（終了時評価調査時点） 

（日本側）専門家の派遣：2012 年 7 月より現時点まで計 51 名の研究者・技術者が短期ベースで、

また 2 名の業務調整専門家が長期ベースで派遣された。 

     供与機材：リングせん断試験機、トータルステーション、GNSS、傾斜計等の 

約 1.2 億円  

     本邦研修：長期研修員（ITST 職員 6 名）及び短期研修員（ITST 職員 7 名）など 

     現地活動費：2012 年度～2015 年度で 計 27.4 万ドル（一般業務費、航空賃、 

旅費など） 

（ベトナム側）職員の配置：ITST よりプロジェクト・ダイレクター、プロジェクト・マネジャ

ーを含むカウンターパート 51 名。 

     プロジェクト事務所スペース：ITST 内に提供（インターネット、電話等のオフィス

設備含む） 

     プロジェクト活動費：カウンターパート（C/P）ファンドから、2016 年 5 月までで約

42 億ベトナムドンを支出。 

2. 終了時評価調査団の概要 

調査団 

構成 

1. Mr. Nguyen Ngoc Thuyen 

2. Mr. Do Hung 

MOT 国際協力局（ICD）副局長 

MOT 国際協力局（ICD） 

 1. 荒津 有紀 

2. 相馬 厚 

3. 奥田 浩之 

4. 藤井 敏嗣 

5. 姫野 敦子 

JICA 地球環境部 専任参事 

JICA 地球環境部 防災第一チーム職員 

合同会社適材適所 コンサルタント 

JST-SATREPS グループ 研究主幹 

JST-SATREPS グループ 調査員 

調査期間 2016 年 6 月 8 日～2016 年 6 月 24 日 調査種類：終了時評価調査 

3. 実績の確認 

3-1 各成果における活動実績 

プロジェクトの各成果レベルの実績および達成状況については、中間レビュー中の第 3 回 JCC

会議（2014 年 8 月 1 日）に提案された PDM Version 2（案）に定めた指標に基づき判断すること

となった。成果レベルで設定された 8 指標のうち、プロジェクトは既に 6 指標を達成しており、

また残りの 2 指標についてもプロジェクト終了時までに達成される見込みである（統合ガイドラ

インの作成が ITST カウンターパートにより現在精力的に進められており、2016 年 11 月までに

完成・提出される見通し）。 

なお、各成果の実績を要約すると以下のとおり。 

（成果 1-地形）対象エリアにおける広域地すべり地形マッピング（ハイバン地域 1 枚、ホーチミ
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ンルート 6 枚）と GIS データ化が完了した。マッピングまでの過程で、陸域観測技術衛星「だ

いち」（ALOS）全世界デジタル 3D 地形データ、無人航空機（UAV）空中写真、画像情報の入

手と判読・解析、ハイバン地域とホーチミンルートの代表的な地形の現地踏査、階層分析法

（AHP）や Fuzzy 解析などによる精度の高い危険度評価が実施された。 

（成果 2-予測）ベトナム用に改良された実用リングせん断試験機が 2015 年 6 月に ITST に移管

された。この装置により、ハイバン斜面からの土壌サンプルの土質試験が実施され、地すべり

発生・運動解析ソフトのベトナム斜面向け機能が改善され、更に地すべり起因の津波解析機

能を付加することにより、当該地すべりが発生した場合のダナン湾での津波発生予測が行わ

れた。 

（成果 3-計測）ハイバン駅周辺の地すべり地において、2013 年雨季（9 月～12 月）に、伸縮計と

雨量計を用いた予備的観測が開始された。その後モニタリングシステムの設置が進められ、

2016 年 3 月末をもって観測データのハノイ ITST への転送システムが構築されたことで、ト

ータルステーションによる地すべり全体の挙動モニタリングシステムが完成した。また、ハ

ノイ ITST において人工斜面と降雨装置による室内崩壊実験施設を設置し、これまで崩壊実験

が 4 回実施された。 

（成果 4-全成果の統合）ITST カウンターパートは、斜面災害危険度評価技術の社会実装のため

の統合ガイドライン（地形 8 編、予測 8 編、計測 9 編、崩壊実験 5 編、ソフトウェア 3 編の、

計 33 編のガイドラインの統合）の作成を進めている。2016 年 6 月の第 5 回 JCC 会議におい

てガイドラインの概要が説明された。 

3-2 プロジェクト目標の達成見込み 

PDM Version 2（案）においてプロジェクト目標レベルで 2 指標が設定されている。指標 1 につ

いては、3WG（地形班、予測班、計測班）とも 2015 年度末で斜面災害危険度評価にかかる技術

開発の当初目的を達成しており、最終年である 2016 年度は、統合ガイドラインを作成するなか

で各課題の取りまとめ・統合が進められている。統合ガイドラインについては、ドラフト第一稿

（英語版）が作成された段階であるが、2016 年 11 月のプロジェクト終了までの完成が見込まれ

る。 

指標 2 については、6 名の ITST 職員が 2016 年 3 月までに本邦での長期研修で学位を取得し、

その他にも多くの職員が本邦での短期研修に参加した。これら職員は、ベトナムに帰国後 ITST

において、他の ITST 職員へのベトナム語での説明と共同作業にあたり、ITST 研究者の全体的な

能力向上に顕著に貢献した。現在、ITST カウンターパートは統合ガイドラインの作成を進めてお

り、その完了をもって、斜面災害危険度の分野における ITST 職員の能力が強化された、と結論

することになる。 

統合ガイドラインについては、プロジェクト終了時までに作成され MOT に提出されるとの肯

定的な見通しが、ITST カウンターパートから広く表明された。ITST カウンターパートにより作

成されたドラフト第一稿（英語版）は、今後、日本側研究者及びベトナム運輸セクター地すべり

協会（VLAT）によるレビュー、最終ワークショップの開催、修正とベトナム語への翻訳などの活

動により、プロジェクト終了までの期間で完了・提出される計画である。これによりプロジェク

ト目標の達成が見込まれる。 

4. 評価 5 項目の概要 

4-1 妥当性 

プロジェクトの妥当性は高い。 

1) ベトナムの自然災害リスク管理に関する政策・制度は、2011 年 11 月のプロジェクト開始以

降で大きな変更はなく、プロジェクトの妥当性は引き続き高い。ベトナムの上位政策である

「自然災害の防止・対応・緩和のための国家戦略 2020」、「自然災害予防管理法

（No.33/2013/QH13）」、「気候変動への対応及び資源管理と環境保全の促進にかかる規則

（No.24-NQ/TW）」等の方針と合致している。 

2) プロジェクトは、日本のベトナムに対する援助方針とも引き続き整合している。対ベトナム

国別援助方針（2012 年 12 月）についてはその後の変更はなく、自然災害への対応支援につ

いても、引き続き重点課題の中に位置づけられている。 
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3) 2015 年 3 月の第 3 回国連世界防災会議で採択された「仙台防災枠組 2015-2030」のうち、プロ

ジェクトは優先事項 1（災害リスクの理解）および優先事項 3（強靭化に向けた事前投資）に

大きく貢献するものとなっている。 

4-2 有効性 

プロジェクトの有効性は高い。  

1) プロジェクトは、斜面災害危険度評価に必要な地形・予測・計測にかかる所期の技術開発を

進め、今後も予定の活動を継続していくことにより 2016 年 11 月までにプロジェクト目標を

達成することが期待できることから、プロジェクトの有効性は高いと判断できる。ITST 研究

者からは、統合ガイドラインの作成は協力期間内に終了するとの肯定的な見通しが示されて

おり、プロジェクトの計画としても、レビュー、ベトナム語訳、ワークショップの開催、最

終化等の一連の作業を、今後の協力期間内に終了する予定である。 

2) 中間レビュー時の 6 項目の提言に関しては、1 項目（提言 5）のみ対応が完了している。また

2 項目（提言 1 および 2）については、今回の終了時評価において対応が完了する予定であ

る。その他 3 項目（提言 3、4 および 6）については、引き続き協力期間中に対応する予定（終

了時評価調査でも提言に追加された）である。 

4-3 効率性 

プロジェクトの効率性は高い。 

1) プロジェクトの効率性は高いと判断されたが、これは幾つかの制約により協力期間前半でプ

ロジェクト活動に遅れが見られたが、その前後におけるプロジェクトの対応と努力により、

終了時評価の時点で所期の技術開発を終了させていることによる。主な制約となったのは、

ベトナム側からの希望による 2012 年の対象サイトの変更、2013 年の機材調達及び到着の遅

れである。これらは既に中間レビューにおいても阻害要因として言及されている。 

2) 日本側専門家の派遣、供与機材、ベトナム側研究者の配置、本邦研修、プロジェクト活動費

といった日本側、ベトナム側双方のプロジェクトへの投入は、全体として適切に管理されて

きた。中でも、効率的なプロジェクト実施への大きな貢献として確認できたのは、本邦での

長期研修に参加した ITST 職員の存在である。これらベトナム人留学生を介することで、ベト

ナム側及び日本側の研究者双方のコミュニケーションは、言葉の違いがあったにも関わらず

概して良好であり、またベトナム側プロジェクト参加者へのベトナム語による説明と共同作

業の実施が可能となった。プロジェクト活動費については、特に地すべりモニタリング実施

にかかる費用負担の点で、2012 年 12 月に承認された C/P ファンドに基づく ITST からの資金

的貢献は著しい。 

4-4 インパクト 

プロジェクトの現時点までのインパクトは中程度である。  

1) プロジェクトの正のインパクトとして最も重要であるのは、上位目標の達成に向けた活動の

進展である。PDM Version 2（案）の上位目標にある「技術の社会的実用」については、統合

ガイドラインが TCCS（ベトナムの当該セクターにおける技術基準）として採用され、斜面災

害危険度評価の実施およびハイバン斜面での早期警報システムの実現に利用されることで、

実現される。現時点においては、こうした社会的実用はまだ実現しているとは言えない。  

2) 現在の上位目標にある「都市・農村部の安全」については、MOT、ITST の管轄外であること

から、今回の終了時評価の機会に修正されることが望ましい。 

3) VLAT は、2011 年に署名された本プロジェクトの R/D で既に言及がみられ、その後プロジェ

クトによる 2 年以上の準備活動により、内務省の決定第 591 号に基づき 2014 年 6 月 3 日に設

立された。設立当初のメンバーは 7 名であったが、現在は地すべり管理（調査、設計、工事）

に関係する研究機関、大学、企業から 120 名以上の研究者および技術者が VLAT の会員とな

っている。VLAT は定期的に地すべり技術フォーラム（LTF）を開催している。 

 

4-5 持続性  

プロジェクトの持続性の見込みは比較的高いと見込まれる。 

1) ベトナムにおける災害リスク管理のための政策・体制は、プロジェクト成果及び便益の持続
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に向けて適したものとなっている。直近には、これら防災に係る政策の大きな変更は予見さ

れない。ベトナムの地形的な事情、気候変動の影響等に起因する斜面崩壊への更なる対応に

向けて、科学技術・研究開発の発展に対するプロジェクトの貢献を MOT も認識している。 

2) ITST の組織的・人材的な観点からは、プロジェクト便益は維持される可能性が高い。プロジ

ェクトによる長期および短期研修により、ITST 職員の人材育成が進んだ。また、ITST の 5 ヵ

年計画（2015-2020）である組織・業務改善計画には、ITST の下に地質工学・防災の専門機関

を設立する計画が含まれており、こうした専門機関の設立により、斜面災害リスク評価を進

める ITST の組織レベルの能力は引き続き向上していくことが見込まれる。  

3) 技術的な観点からの持続性の見通しは高い。ITST はプロジェクトにより導入された機材を既

に運用・管理している。また統合ガイドラインについては、ITST カウンターパート自身が作

成を進めていることから、ガイドライン完成後は効果的に管理・使用され、さらに必要な際

は ITST 職員自身によって更新されることが期待できる。また ITST はベトナム天然資源環境

省（MONRE）地質科学・鉱物資源研究所（VIGMR）とともに ILC の会員機関であり、プロ

ジェクト終了後も、ICL から引き続き技術的なガイダンスが得られる見通しである。ベトナ

ム国立大学（VNU）、VIGMR、地質・鉱山大学、民間セクターなど地すべり技術にかかるベト

ナム国内の他機関との情報共有についても、主に VLAT を通して技術と経験の引き続きの共

有が見込まれる。 

4) 財政面における持続性の見通しを判断するのは不確かな部分もあり概して難しい。プロジェ

クト期間中は、ITST は C/P ファンドによりプロジェクト活動経費をカバーしてきた。プロジ

ェクト終了後は、機材の運用・維持を中心に活動に必要な資金の確保が大きな課題である。

政府による年度予算配分を検討するとともに、機材の使用と維持管理のためにも、ITST は機

材を他のプロジェクトや活動に活用する独自事業により、資金や収益を確保し利用していく

ことが求められる。 

4-6 プロジェクトの効果発現を促進・阻害した主な要因 

1) 促進要因：プロジェクトの促進要因としては、本邦長期研修参加者による貢献によって日本

側およびベトナム側研究者双方のコミュニケーションを円滑に進められた事のほかに、2014

年 5 月の「自然災害予防管理法」の施行など災害リスク管理にかかる法制度の整備が進んだ

こと、ICL と ITST との間で既に研究協力関係が確立されていたこと、等が挙げられる。プロ

ジェクト内容がベトナムの防災政策と整合していたこと、既存の協力関係から ICL の研究内

容に対する理解が形成されていた事から、プロジェクト開始当初より ITST 側対応がスムー

ズであった。 

2) 阻害要因：ベトナム側からの希望により 2012 年に対象サイトが変更され、ベトナム側のプロ

ジェクト・ドキュメントの承認（2012 年 12 月）の遅れにつながった。これに関連して、C/P

ファンドの承認、供与機材の調達及び免税のための A4 フォームの作成・提出についても影

響があった。この状況が解決するまでの間、研修員の人材育成や本邦にて機材開発・調整を

行うなど可能な範囲で活動を進め対応したため、プロジェクト実施期間には影響しなかった。

さらに、地すべり地形と危険斜面の判読に必要な空中写真、地図等の画像情報については軍

の許可等が必要であったこと、また国境地帯での外国人による UAV 利用は原則認められなか

ったこと等も研究活動に対する制約となった。これに対して、研究者側は防衛省経由による

画像データ入手や代替手法のデータを購入・利用する等で対応した。MOT も軍関係機関に公

式レターを発出するなど活動を支援した。 

 

5. 評価結果 

5-1 結論 
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プロジェクトは、「自然災害の防止・対応・緩和のための国家戦略 2020」や「自然災害予防管

理法（No.33/2013/QH13）」等のベトナムの防災政策と整合しており、その妥当性は引き続き高い。

プロジェクトは予定の活動を着実に進めることでプロジェクト目標の達成が見込めることから、

プロジェクトの有効性は高いと判断される。現在作成中の統合ガイドラインについては、2016 年

11 月のプロジェクト終了時までに完了する予定である。幾つかの制約のためプロジェクト前半

で生じた活動の遅れにも関わらず、プロジェクトは予定の技術開発を終えて現在は取りまとめの

段階にあることから、プロジェクトの効率性も高いと判断できる。プロジェクトのインパクトは

現時点では中程度と判断され、今後、統合ガイドラインが技術基準として採用されて地すべり危

険度評価に活用されれば、上位目標にある社会的実用が実現することになる。プロジェクトの持

続性については比較的高いと考えられる。政策・体制、組織・人材、および技術的な観点からは、

プロジェクトの効果や便益は維持される可能性が高い。一方、財政的な観点からは、ITST はプロ

ジェクト期間中は必要な予算を確保するために最大限の努力をしており、プロジェクト終了後も

同様の努力を続けていくことが期待される。 

5-2 提言 

5.2.1 プロジェクト向け 

1) プロジェクトは予定の活動（統合ガイドラインの作成と MOT への提出、論文の執筆、プロジ

ェクト完了報告書の作成、最終ワークショップの開催など）を 2016 年 11 月までに完了する

こと。特に統合ガイドラインについては、完成と提出について残りの期間のスケジュール管

理を行うとともに、その進捗を必要に応じて MOT に報告すること。 

2）プロジェクトは中間レビュー時に出された提言の中で次の未対応の事項について対応するこ

と。 

a) プロジェクトにより供与された全ての機材に関し、協力期間終了後に供与機材の運用・維

持を確実にするために必要な対策を取ること。 

3) 中間レビュー時の提言である 3 項目（上述の a、後述の b および c）については、プロジェク

トはプロジェクト管理ユニット（PMU）レポートを通じてその対応、フォロー状況を定期的

に関係者（JICA および MOT）に報告すること。 

 

5.2.2. ITST 向け 

1) ITST は中間レビュー時に出された提言の中で次の未対応の事項につきフォローを行うこと。  

b) 地すべり早期警戒技術の活用と早期警報システムの活用に関する戦略を策定するための

プロポーザルを MOT に提案する。 

c) 供与機材の持続的な活用計画（そのための人材計画も含む）に係るプロポーザルを MOT

に提案する。 

2) 上述の b)については、ハイバン地すべり計測と崩壊実験の結果により警報基準値の設定を含

む技術が開発されたので、この技術を用いて ITST はハイバン斜面の警報基準値を提案するこ

と。 

3) 上述の c)については、供与機材については強いオーナーシップと責任を持った MOT への提案

が求められ、これら機材の利用権限が MOT から与えられる場合は、ITST は独自の調査・研

究活動を通じた収益により、使用・維持管理に係る費用を捻出することが期待される。特にハ

イバン斜面に設置したモニタリングシステムについては維持管理費用が多くかかることか

ら、この点を考慮する。 

4) 出版、Web サイト、セミナー等を通じて、ITST の研究成果を交通セクターに限らず他の関連

セクターへも共有し、広く成果の発現を目指すこと。 

 

5.2.3 MOT 向け 

1) ITST から統合ガイドラインの提出があった際は、必要な手続きを踏まえてそれらを速やかに

技術基準として制定すること。 

2) ITST から提出される、供与機材の持続的な活用計画、地すべり早期警戒技術と早期警報シス

テムの活用に係るプロポーザルについては、速やかに決定を行うこと。また、ITST に対し、

引き続き供与機材の使用と維持管理権限を与えること。 
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3) 上述のとおり、一部供与機材の維持管理については費用がかかることから、MOT の努力によ

る計上予算の措置が期待される。 

 

5.2.4. JICA 向け 

1) ベトナム側機関からは、本プロジェクトを継承、発展させた斜面崩壊リスク評価技術を適用す

るための協力につき、JICA への期待が示された。 

 

5-3 教訓 

1) 長期研修による ITST 職員の能力強化は、プロジェクトの顕著な促進要因となった。プロジェ

クトの初期段階での人材育成は、プロジェクト後半でプロジェクトの効率的な実施に貢献す

る。プロジェクト初期段階での職員の不在は ITST の通常業務に影響を与えることとなった

が、こうした研修は ITST の持続的な研究発展のための投資と考えることが出来る。 

2) プロジェクト・デザイン・マトリクス（PDM）の更新については中間レビュー以降、提案・

議論が続いてきたが、終了時評価時点まで正式に手続きが取られることはなかった。PDM の

改訂は、JCC の場で決定がなされれば、それに応じた然るべき対応がプロジェクトにより速

やかに取られることが重要である 
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Terminal Evaluation Summary Sheet 
 

1. Outline of the Project 

Country: Socialist Republic of Vietnam Project Title: The Project for Development of 

Landslide Risk Assessment Technology along 
Transport Arteries in Vietnam 

Thematic Area: Disaster Management 

Division in Charge: Disaster Risk Reduction Team 
1, Global Environment Department, JICA  Cooperation Scheme: SATREPS (Science and 

Technology Research Partnership for Sustainable 

Development)   
Project Period: November 2011 ̶ November 2016 

Supporting Organization in Japan: ICL 

(International Consortium on Landslides), FFPRI 
(Forestry and Forest Products Research Institute), 

Tohoku Gakuin University 

Total Cost: 370 million JPY (5 years) 

Counterpart Agency: MOT (Ministry of 

Transport) ITST (Institute of Transport Science 
and Technology)  

1.1 Background of the Project 

Vietnam has a rate of mountainous terrain up to 3/4 area of its territory, which has a dangerous cleavage 

terrain due to earth crust’s powerful tectonics. Moreover, it has complex geological structures with grave 
cleavages of soil layers. Besides, as Vietnam’s geographical location is bordered by Pacific Ocean, it is 
influenced by the monsoon climate with the average annual rainfall around 3,000 – 4,500 mm/year. With 

its geographical location and climate condition, Vietnam is usually against typhoon and flood with an 
annual density of 5 to 10 times/year. Based on statistics, they found that the annual flood season in Vietnam 

is usually from June to November, equally 99% of frequency of annual floods. Typhoon density changes 
and tends to increase.  

According to statistics up to 2006 of MOT, total length of highway in Vietnam is about 17,300 km, 

making up 6.87% of total length of road network in Vietnam. In which, 3/4 length of highway are on 
mountainous area and about 30% of those passes through areas with complex geological structures 
influenced by the tectonic destruction zone. That is why landslides usually occur every year on transport 

arteries in Vietnam after rainy season, with the annual volume up to hundreds of thousands of cubic meters. 
Landslides caused traffic congestion on highways and make serious damages for the economy. Annual State 
Funds for flood prevention, traffic safety and landslide treatment on road network often hold hundreds to 

thousands of billion VND. Landslides also have killed people (average 30 persons/year), threatening to the 
stability of communities in mountainous areas. After the historical flood in 1999, in central region of 

Vietnam, landslides occurred on arterial roads caused serious traffic congestion.  
ITST under the MOT was established in 1956 as an institution for science and technology research and 

application for the transport sector. During more than 35 years it has been involved in research in landslides 

and proposed several solutions to handle the issue including temporary, semi-permanent and/or permanent 
solutions.  

Against this background, the Project for Development of Landslide Risk Assessment Technology along 

Transport Arteries in Vietnam (hereinafter referred to as” the Project”) began in November 2011 under 
SATREPS scheme to contribute to geo-disaster reduction along main transport arteries and on residential 

areas through the development of new landslide risk assessment technology and its application to forecast, 
monitoring and disaster preparedness of landslides in Vietnam in close cooperation between Vietnamese 
and Japanese organizations concerned.  

In compliance with the provision of the Record of Discussions (R/D) signed on 7 November 2011, the 
Project underwent the mid-term review in July to August 2014 at the halfway point of its implementation 
period. Then, six months before the expiry of the project cooperation in November 2016, JICA and MOT 

has jointly conducted the terminal evaluation of the Project in June 2016.  

1.2 Project Overview 

The PDM (Project Design Matrix) Version 2 (draft) proposed at the 3rd JCC (Joint Coordinating 
Committee) meeting on 1 August 2014 during the Mid-term Review is used as the referential document on 

the outline of the Project for the Terminal Evaluation.  

1) Overall Goal 
Social implementation of the developed landslide risk assessment technology and early warning system 

is realized to contribute to the safety ensuring of transport arteries and urban and local communities in 
Vietnam. 

2) Project Purpose 
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Landslide risk assessment technology incorporating outcomes of all WGs (working groups) is developed 
to reduce landslide disasters along main transport arteries through the collaborative research based on 

the Japanese pioneer technology, and capacity development for the effective use of this technology is 
undertaken in Vietnam. 

3) Output 

1. Wide-area landslide mapping and identification of landslide risk are completed.  
2. Landslide risk assessment technology based on soil testing and computer simulation is developed. 

3. Early warning technology based on landslide monitoring is developed.  
4. Integrated Guidelines for the application of developed landslide risk assessment technology is 

developed.  

4) Inputs (at the time of terminal evaluation)  
(Japanese Side) 

・Expert: 51 researchers/engineers on short-term basis and 2 project coordinators on long-term basis 

(July 2012- present) 

・Provision of Equipment: ring shear apparatus, total station, GNSS, extensometer, etc. totaling 120 

million JPY   

・Counterpart Training : long-term training (6 officers from ITST) and short-term training (7 officers 

from ITST) 

・Local Cost: 274 thousand USD (JFY2012-JFY2015) including general expenses, travel, airfare, and 

construction cost.      
(Vietnamese Side) 

・ Assignment of Counterpart (C/P): Project Director (Director General of ITST), Project Manager 
(Director of Planning and Project Management Division of ITST), and total 51 ITST officers.   

・ Project Operation Budget: 4.2 billion VND (January 2013-May 2016) including working groups 

activities, Hai Van monitoring system maintenance, and project management from the C/P fund 
approved in December 2012. 

2. Joint Evaluation Team 

Member  1. Nguyen Ngoc 

Thuyen 

2. Do Hung 

3. Yuki Aratsu 

4. Atsushi Soma 

5. Hiroyuki Okuda 

6. Toshitsugu Fujii 

7. Atsuko Himeno 

Deputy Director General, ICD (International Cooperation Dept.), MOT 

Officer, ICD, MOT 

Senior Assistant Director, Global Environment Dept. JICA 

Deputy Director, Disaster Risk Reduction Team 1, Global Environment 

Dept. JICA 

Tekizaitekisho LLC 

Research Supervisor of Natural Disaster Prevention & Mitigation, 

SATREPS, JST 

Associate Research Supervisor, SATREPS Group, Dept. of Int. Affairs JST  

Period 8 June 2016～24 June 2016 Type of Evaluation：Terminal Evaluation 

3. Project Performance 

3.1 Progress in Achieving Expected Outputs 

The extent of achievements is principally assessed based on the indicators of PDM Version 2 (draft) 

proposed at the 3rd JCC meeting on 1 August 2014. Among the 8 indicators set at the output level, the 
Project has already achieved 6 indicators. The Project also expects to achieve 2 more indicators  as activities 

relating to these indicators - the development of Integrated Guidelines - are actively being undertaken by 
researchers and planned to be completed by November 2016.  

Major achievements for each output are as follows.  

(Output 1 - Mapping) Landslide distribution maps were developed (1 map for Hai Van area, 6 maps for 
HCM Route). In preparation for the mapping, ALOS (Advance Land Observing System) W3D data, UAV 
(Unmanned Aerial Vehicle) aerial photographs, and topographic maps were purchased and interpreted, 

field visits for Ho Chi Minh route and Hai Van Station area were conducted, and fuzzy inference method 
and AHP approach were used for more precise risk analysis and evaluation.  

(Output 2 - Testing) A new practical apparatus, specifically designed for Vietnam, was developed and 

transported to ITST in June 2015. Testing on soil samples from Hai Van slopes was conducted with the 
apparatus to obtain parameters for the integrated landslide simulation model, to which a function to 

estimate landslide-triggered tsunami in Da Nang Bay was also added. 
(Output 3 - Monitoring) At the Hai Van slope, the Project started a preliminary monitoring in the rainy 
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season of 2013. The monitoring system at Hai Van slope was completed in March 2016 with the 
installation of all equipment and data transfer system from Hai Van to the ITST Hanoi monitoring room. 

So far, the data of 3 rainy seasons (2013, 2014, and 2015) from Hai Van slope have been accumulated. 
At the ITST Hanoi, landslide flume experiments were conducted four times.  

(Output 4 - Integrating all Output) ITST researchers are currently drafting the Integrated Guidelines for the 

application of developed landslide risk assessment technology (the compila tion of 33 sub-guidelines: 8 
on mapping, 8 on testing, 9 on monitoring, 5 on landslide flume experiment, and 3 on software 

application). The 1st drafts of the Integrated Guidelines were shared at the 5 th JCC on 24 June 2016.      

3.2 Prospect of Achieving the Project Purpose 

There are two indicators set for the Project Purpose in the PDM Version 2 (draft). As for the Indicator 1, 
all the 3 WGs (mapping, testing and monitoring) completed the development of intended technology by the 

end of 2015. In the final year (2016), the compilation/integration of these results and findings are ongoing 
in drafting the Integrated Guidelines, and this is planned to be completed by November 2016.  

As for the Indicator 2, six ITST researchers obtained advanced degrees in Japan by March 2016 in long-

term training. Many other staff members also participated in short-term training in Japan. After coming 
back to ITST, they are significantly facilitating technology transfer for the capacity development of overall 
ITST by giving guidance/explanation in Vietnamese to, and work with, other ITST colleagues. At present, 

ITST staff members are intensively working on the development of Integrated Guidelines. With the 
completion of those, it will be concluded that the capacity of ITST staff in the field of landslide risk 

assessment is developed.       
To a large extent, a positive outlook has been expressed by researchers that they will complete the 

development of the Integrated Guidelines and submit them to MOT by the end of the Project. The Project 

plans to complete activities such as the review of the Integrated Guidelines by the Japanese researchers and 
VLAT (Vietnamese Landslide Association for Transport), organizing the final workshop, and translating 
them into Vietnamese, in the next four months, whereby the Project Purpose is expected to be achieved.   

4 Review Based on the Five Evaluation Criteria 

4.1 Relevance 
 The relevance of the Project is high. 

1) The relevance of the Project to Vietnam’s disaster risk management remains high with related policies 
and regulations being unchanged, which include National Strategy for Natural Disaster Prevention, 

Response and Mitigation to 2020, Law on Natural Disaster Prevention and Control (No.33/2013/QH13), 
and Regulation on Active Response to Climate Change and Promote Management of Resources and 
Environmental Protection (No.24-NQ/TW).   

2) The Project is aligned with the cooperation policy of Japan towards Vietnam. Japan’s Country 
Assistance Policy for Vietnam (dated December 2012) remains the same, including assistance to address 
vulnerability to natural disasters in one of its prioritized areas.  

3) The Project is contributing to the Priority 1 (Understanding disaster r isk) and Priority 3 (Investing in 
disaster risk reduction for resilience) of the “Priorities for Action” of Sendai Framework for Disaster Risk 

Reduction (2015-2030) adopted during the UN World Conference on Disaster Risk Reduction in March 
2015, Sendai.   

4.2 Effectiveness 

 The effectiveness of the Project is high.  

1) It is likely that the Project will attain the Project Purpose by November 2016 by continuing the planned 
activities, and hence the Project is assessed as effective. The Integrated Guidelines  are still under 
preparation while incorporating results of the 3 WGs (mapping, testing and monitoring), and a positive 

outlook that the Integrated Guidelines will be completed on schedule is widely expressed by researchers. 
The Project plans to complete activities on development and submission of the Integrated Guidelines by 
the end of the cooperation period.   

2) Among the recommendations made at the Mid-term Review, only one recommendation (No.5) has been 
carried out to date. Two recommendations (No.1 and 2) will be acted on at the occasion of this terminal 
evaluation. The other three (No.3,4 and 6) shall be and are expected to be addressed from now forward.  

 

4.3 Efficiency 

 The efficiency of the Project is high. 
1) The efficiency of the Project is high due to the timely completion of most of its project activities in spite 

of some constraints the Project encountered in the 1st half of the cooperation period. Some constraints 
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include the change of study sites in 2012 and the delay of procuring and de livering necessary equipment 
in 2013. These were mentioned as hindering factors in the mid-term review report.  

2) Inputs to the Project from both sides are properly managed for efficient implementation of the Project. 
The efficient implementation of the Project is largely due to the Vietnamese researchers studying in Japan 
and having facilitated the communication/interaction between the Vietnamese and Japanese researchers. 

Accordingly, communication between Vietnamese and Japanese researchers have been good in general 
despite the difference of languages. As such, long-term training in Japan is indicated as particularly 

effective. Financial contribution of ITST based on C/P fund approved in December 2012 is also 
significant to cover project operational expenses.   

4.4 Impact 

 The impact of the Project to date is medium.  

1) A key positive impact is the progress towards achieving the Overall Objective of the PDM Version 2 
(Draft). The social application mentioned in the Overall Goal can be realized when the Integrated 
Guidelines are adopted as basic standards and utilized for conducting landslide risk assessment (and for 

realizing the early warning system in Hai Van slope). At present, however, such social application has 
not taken place as yet.  

2) The statement of the Overall Goal should be corrected on this occasion of terminal evaluation as “urban 

and local communities” are not under the jurisdiction of MOT. Ensuring safety of urban and local 
communicates from landslide risk with applying the developed technology is beyond the scope of MOT’s 

responsibility.  
3) VLAT was established on 3 June 2014 based on the Decision No.591 from the Ministry of Home Affairs. 

The R/D signed in November 2011 already mentioned about VLAT, and the establishment was a result 

of preparation activities actively promoted by the Project for more than 2 years. At present, more than 
120 researchers and engineers from institutes, universities, and companies relating to landslide 
management (survey, design and construction) have become members of VLAT. VLAT regularly 

organized Landslide Technical Forum by adjusting its occasion with JCC meeting.  

4.5 Sustainability 

The prospect of sustainability is relatively high. 
1) The prospect of sustainability is relatively high. National policy and institutional environment are 

conducive to sustain the project benefits and effects. In the years to come, no significant policy changes 
are foreseen at present on disaster risk management.        

2) From organizational and human resource viewpoint of ITST, the project benefits are more likely to be 

sustained. Capacity of ITST staff is strengthened with the long-term and short-term training conducted 
in the Project. ITST’s 5-year plan (2015-2020), or Organization and Operation Innovation Plan, includes 

a plan of establishing a specialized sub-institute of geotechnical science and landslide prevention under 
ITST. With the establishment of the sub-institute, the organizational capacity of ITST to promote 
landslide risk assessment technology is expected to be strengthened significantly.  

3) From technical viewpoint, the prospect of sustainability of the project benefits is also high. ITST is 
currently managing and operating the introduced equipment. As for the Integrated Guidelines, the 
drafting of the Guidelines is actively undertaken by ITST researchers, hence the Guidelines are expected 

to be managed and utilized effectively, and also can be revised when necessary on their own. Continued  
technical guidance can be expected from ICL after the project completion. Information sharing on 

landslide technologies with other relevant entities in Vietnam such as VNU (Vietnam National 
University), VIGMR (Vietnam Institute of Geosciences and Mineral Resources), the University of 
Geology and Mine, and companies in the private sector can be expected through VLAT.   

4) From financial viewpoint, it is difficult to assess the prospect of sustainability in general. During the 
project, ITST has covered project operational expenses with the C/P fund approved in December 2015. 
After the termination of the Project, financing the operation and maintenance of equipment, in particular 

those of monitoring system in Hai Van slope, will be a great challenge. Financial  support from the 
government through annual budget allocation needs to be considered. ITST also needs to obtain 
additional fund to cover the costs of current operation. ITST may consider to utilize the equipment for 

other projects/activities to bring in fund or revenue, and this is necessary for the continued operation and 
maintenance of equipment.   

4.6 Factors that have promoted or hindered the implementation of project  

1) Promoting factors include, besides the contribution of long-term training participants, the continuous 

development of legislation in disaster risk management, and long-term working relationship of ITST with 
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ICL. Those factors have promoted the smooth action of ITST from the beginning of project. 
2) Hindering factors includes the change of study sites which resulted in the delayed approval of the Project 

Document with C/P fund (December 2012), and of A4 Form for purchasing equipment and tax exemption 
(January 2014). Until solving the problems, the possible activities were implemented such as training 
and developing equipment. Also, approval to obtain aerial photography and map information sometime 

affected project activities. In border areas, foreigners are not allowed to utilize such information. In such 
a situation, researchers have obtained and utilized the alternative ways of data. MOT has tried to support 

the activities by issuing the official letter. 

5 Results of the Terminal Evaluation 

5.1 Conclusion 

The relevance of the Project remains high, aligned with policies/regulations on disaster risk management 
in Vietnam such as National Strategy for Natural Disaster Prevention, Response and Mitigation to 2010  
(2007) and Law on Natural Disaster Prevention and Control  (2013). The effectiveness of the Project is 

high as the Project is likely to attain the Project Purpose by November 2016 by continuing the planned 
activities. The Integrated Guidelines are still under preparation at present, and a positive outlook on the 

Integrated Guidelines being completed on time is widely expressed by researchers. The efficiency of the 
Project is also high due to the timely completion of research activities in spite of some constraints the 
Project encountered in the 1st half of the cooperation period. The impact of the Project is medium as social 

application has yet to be realized after the Integrated Guidelines are adopted by MOT and developed 
technology is utilized for landslide risk assessment. The prospect of sustainability is relatively high. From 
policy/institutional, organization/human resources, and technical viewpoint, the benefits and positive 

effects of the Project are likely to be sustained. From financial aspect, ITST has made utmost efforts to 
secure the budget during the Project, and the same efforts can be expected after the Project.   

5.2 Recommendations 

5.2.1 For the Project  

1) The Project should complete all the planned activities (drafting of the Integrated Guidelines and their 
submission to MOT, writing some scientific papers, preparing the project completion report, organizing 
the final workshop, etc.) by November 2016. In particular, the Project needs to keep up with the plan of 

remaining period to ensure the completion and submission of the Integrated Guidelines. The Project 
also keeps MOT informed of the progress of the Integrated Guidelines when necessary.  

2) The Project will follow up on the recommendation below, which was made at the mid-term review.  
a) The Project is to take necessary actions to assure the operation and maintenance of  all equipment 

provided by the Project after its completion.  

3) Regarding the recommendations a) above, b) and c) below, the Project will report its actions taken and 
its progress/results to JICA and MOT periodically through PMU (Project Management Unit) report.  

 

5.2.2 For ITST 

1) ITST will follow up on the two recommendations below, which were made at the mid-term Review for 

the sustainability of the project benefits but haven’t been addressed as yet.        
b) ITST to make a proposal to MOT for the development of a strategy for utilization of landslide early 

warning technology and its application to early warning system.  

c) ITST to make a proposal to MOT, to develop a plan on sustainable utilization of equipment 
including human resource development.  

2) In relation to the recommendation b) above, technology of setting warning/alert level for landslide 

early warning system are developed in the Project based on the actual figures obtained from the Hai Van 
slope and laboratory tests. With the developed technology, ITST will propose the warning/alert level for 

Hai Van slope.  
3) In relation to the recommendation c) above, ITST will submit the proposal with strong intention of 

having ownership of and responsibility for the provided equipment. ITST may utilize the equipment for 

other projects/activities, through which ITST may obtain additional fund or revenue to cover the 
operation & maintenance costs of the equipment. In particular, the monitoring system installed at the 
Hai Van slope is comprehensive, advanced technology for research purpose, and that incurs many cos ts. 

ITST is already discussing several ways on the matter: e.g., requesting government budget allocation, 
formulating a new project with development partners, and opening the system to researchers/students 
with fees for educational purpose.             

4) ITST should actively disseminate the results and findings of the Project not only within transport 
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sector but also across other sectors, through publication, website, the media and seminar/symposium. 
That way, benefits of the Project needs to be shared among relevant organizations, universities and 

companies in Vietnam.         
  
5.2.3. For MOT 

1) After receiving the Integrated Guidelines together with proposals from ITST, MOT will advance the 
process of adopting them, and authorize ITST to release them as basic standards (TCCS) as soon as 

practicable.    
2) MOT will make decisions, at the earliest possible, on the proposal submitted by the ITST regarding the 

sustainable utilization of the equipment. MOT will designate ITST as a responsible institute for the  

equipment so that ITST can become eligible to continually operate and maintain the equipment.  
3) After the termination of the Project, financing the operation and maintenance of equipment, in 

particular those of monitoring system in Hai Van slope, will be a great challenge. MOT is expected to 

ensure annual budget allocation for the operation/maintenance of the equipment.    
 

5.2.4. For JICA  

1) There is an expectation expressed by Vietnamese side for JICA mission to consider further cooperation 
on applying the landslide risk assessment technologies developed by the Project in the transport sector 

of Vietnam through specific project, for other areas in addition to the Hai Van study site.   

5.3 Lessons Learned  

1) Capacity development of the ITST staff with the long-term training was identified as a significant 
promoting factor of the Project. The development of human resources in early stage of the Project will 

contribute to the efficient implementation of the Project later on. Although their absence in the early 
stage may affect routine work of ITST, this is an investment for sustainable research in ITST.   

2) Updates of PDM has been proposed and discussed since the mid-term review, but it has not been 

officially processed as of the terminal evaluation. For the revision of PDM, decisions should be made at 
the JCC, and immediate actions should be taken by the Project.   
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第１章 合同終了時評価調査の概要 

１－１ 背景 

ベトナム国はインドシナ半島の東に位置し、南シナ海に面した国で、国土は南北に 1,700km と

細長い。全国土の 4 分の 3 が山岳地域で、その地盤は苛酷な熱帯気候に曝されて脆い。また、活

発な地殻変動に起因する割裂が多数存在している。降雨量は太平洋に面して熱帯モンスーン気候

の影響を強く受けており、特に中部地域では年間 3,000～4,500mm と非常に多い。また近年は気

候変動の影響によると思われる台風などの熱帯低気圧の通過や豪雨が増加傾向にある。このため、

ベトナム国では毎年のように風水害、土砂災害に見舞われてきており、その被害額は 2000 年～

2011 年にかけて 25 億米ドルに上り、ASEAN 諸国の中でも最大の規模に達している。  

ベトナムの国道は交通省（Ministry of Transport、以下 MOT）が管轄しており、国道の総延長約

15,360km のうち 4 分の 3 が傾斜地に位置し、さらにその約 30％は山間部を通過している。雨季

には毎年地すべりが発生し、道路に崩落する土砂量は毎年数十万㎥、道路閉鎖期間は数日から数

週間、死亡者数は 25～30 人に上り、ベトナム国の社会経済に悪影響を及ぼしている。南北を結ぶ

国道 1 号線および国道 2 号線は、ベトナムの経済活動を支える幹線道路であるが、1999 年末には

国道 1 号線沿線で大規模な地すべりが発生し、30 名が死亡、100 戸以上が被災し、国道は 1 週間

にわたって閉鎖され、復旧工事後もおよそ 2 週間は車両の通行が制限された。この地すべり被害

を受けて、ベトナム戦争時に建設されたホーチミンルートが拡幅舗装され、南北を縦断する国道

2 号線として運用されるようになった。しかし、国道 2 号線でも雨季にしばしば大規模な地すべ

りが発生しており、2002 年にはハティン省の 2 つの郡で土石流が発生し、53 名が死亡、111 人が

負傷 、7,235 戸が被害に遭うなど、国道 1 号線、2 号線ともに早急な斜面災害の軽減策が求めら

れている。  

MOT は斜面災害発生防止のための対策から斜面災害発生時の道路の封鎖、復旧工事を担って

いるが、 効率的な斜面災害対策のためには地すべり危険地域の特定、危険度の評価、災害予測な

どの能力を向上させる必要がある。しかし、MOT の研究機関である交通科学技術研究所（Institute 

of Transportation Science and technology、以下 ITST）は、地すべりに関する専門性を有する研究者

が乏しく、その能力開発が喫緊の課題となっている。  

斜面災害危険度評価技術はベトナムのように経済・国土開発に伴う土地開発が急激に拡大して

いる国々において特に重要である。地震・豪雨による斜面災害発生予測・運動予測は日本の科学

技術が世界をリードしており、本研究の実施とその後の継続的発展によりベトナムに適した斜面

災害危険度評価技術を開発するとともに 同技術が定着するような人材育成・教育を行うことを

目的として本プロジェクトは計画された。 

これらの背景に基づき、ベトナム国政府は日本政府に対し地球規模課題対応国際科学技術協力

プログラム（Science and Technology Research Partnership for Sustainable Development、以下 SATREPS）

プロジェクトの要請を挙げ、独立行政法人 国際協力機構（Japan International Cooperation Agency、

以下 JICA）による詳細計画策定調査の後、2011 年 11 月に JICA と MOT の間で合意議事録（Record 

of Discussions、以下 R/D）を署名・交換し、本 SATREPS プロジェクトを開始した。今般、本 SATREPS
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プロジェクトの終了約 6 ヶ月前となることから、同 R/D の IV.2 に規定されている通り、プロジェ

クトの目標達成見込みや成果等を確認・評価し、残りの期間の活動にかかる提言をまとめた評価

レポートを作成するとともに、プロジェクト協力枠組み、活動スケジュールの修正につき協議・

合意することを目的として合同終了時評価調査を実施することとなった。 

１－２ 調査の目的 

合同終了時評価調査の目的は次の通りである。 

1) JICA 事業評価ガイドラインに基づき、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、

持続性）の観点から、プロジェクトが成果達成に向けて実施されているかを評価する。  

2) プロジェクトの残り期間における成果達成及びプロジェクト終了後の成果の活用・持続性

にかかる提言を取りまとめる。 

3) 上記の評価結果及び提言を評価レポートに取りまとめ、併せて協力枠組み等の修正案につ

き協議し、結果を協議議事録（Minutes of Meetings、以下 M/M）にまとめて、双方の代表者

で署名・交換を行う。 

１－３ プロジェクトの概要 

2011 年 11 月 7 日に署名・交換されたプロジェクトの R/D には、プロジェクトの概要が示され

ている。プロジェクト概要はプロジェクト・デザイン・マトリクス（Project Design Matrix、以下

PDM）の様式に転記され、PDM がプロジェクト活動実施のための日々のモニタリング・管理ツー

ルとして利用される。今回の終了時評価においては、中間レビュー実施に際して開催された 2014

年 8 月 1 日の第 3 回合同調整委員会（Joint Coordinating Committee、以下 JCC）で提示された PDM 

Version 2（案）を、プロジェクト概要の基本文書とした。（添付 1） 

  (1) プロジェクト期間 

2011 年 11 月～2016 年 11 月（5 年間） 

  (2) 受益者 

交通省（MOT）交通科学技術研究所（ITST）、道路・鉄道の関連組織、ベトナムの南北を

結ぶ幹線交通網による経済活動、幹線交通網沿いの都市・農村部 

  (3) 対象エリア 

フエとダナンの間の国鉄ハイバン駅裏の斜面、A Luoi Town と Thanh My の間のホーチミ

ンルート 

  (4) 上位目標 

開発された地すべり危険度評価技術と早期警報システムの社会的実用によりベトナムの

幹線道路及び都市・農村部の安全に貢献する。 

  (5) プロジェクト目標 

日本の先進的な技術を基に、ベトナムにおける幹線交通網沿いの斜面災害を軽減するた

めの斜面災害危険度評価技術が共同開発されるとともに、当該技術を活用できる人材が育
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成される。 

  (6) 成果 

1. 研究対象地域の前兆段階にある地すべりマップ作成技術が開発され、地すべり危険地

域が特定される。 

2. 土質試験とコンピュータ・シミュレーションによる斜面災害危険度評価技術が開発さ

れる。 

3. 研究対象地域において地すべりモニタリングによる危険度評価が実施され、早期警戒

システムが構築される。 

4. 開発された斜面災害危険度評価技術の社会実装のための総合的なガイドラインを策

定する。 

１－４ 合同終了時評価調査団の構成 

合同終了時評価調査は次の構成員により実施された。 

  (1) ベトナム側 

氏名 担当 所属 

Mr. Nguyen Ngoc Thuyen リーダー MOT 国際協力局（ICD）副局長 

Mr. Do Hung 評価 MOT 国際協力局（ICD） 

 

  (2) 日本側 

氏名 担当 所属 

 荒津 有紀  団長／総括 JICA 地球環境部 専任参事 

相馬 厚 評価計画 JICA 地球環境部 防災第一チーム職員 

奥田 浩之  評価分析 合同会社適材適所 コンサルタント 

藤井 敏嗣  オブサーバー JST-SATREPS グループ 研究主幹 

姫野 敦子  オブサーバー JST-SATREPS グループ 調査員 

調査団には、Ms. Chu Thi Thanh および Ms. Le Thi Dieu Phuc が通訳として加わった。 

１－５ 調査日程 

合同終了時評価調査の日程（2016 年 6 月 8 日～6 月 24 日）は添付の通り。（添付 2） 

１－６ 終了時評価調査の手法 

終了時評価調査は、JICA 事業評価ガイドライン1に沿って、ベトナム側および日本側の評価委

員が合同で実施した。評価の対象となるプロジェクトの概要については、PDM Version 2（案）に

従った。現地調査前に、JICA 事業評価ガイドラインに従ったデータ・情報を収集・整理するため、

プロジェクトに係る報告書や文書を参照しながら、まず「評価グリッド」を作成した。（添付 10） 

                                                         
1 具体的には、「新 JICA 事業評価ガイドライン第 1 版（2010 年 6 月）」、「JICA 事業評価ガイドライン第 2 版（2014 年 5 月）」、

及び「JICA 事業評価ハンドブック（Ver.1）（2015 年 8 月）」 
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次に評価グリッドに基づいて質問票を作成し、現地調査前に、カウンターパートである ITST 研

究者に配布し記入を依頼した。また日本側研究者には、活動状況と進捗・成果についてメールに

て確認した。現地調査においては、質問票をもとに ITST 研究者へのインタビュー、プロジェクト

関係者からのヒアリング、プロジェクト対象エリア（ハイバン斜面）の踏査を実施した。これら

調査に基づき、評価結果及び提言を終了時評価報告書（案）に取りまとめ、日本側・ベトナム側

双方のプロジェクト関係者に対して説明し、協議・修正を行った。合同評価の結果は JCC 会議に

おいて関係者と共有・合意され、合同終了時評価報告書として最終化され、最終的に協議議事録

（M/M）として署名・交換された。（添付 11） 

なお、JICA のプロジェクト評価では、評価における価値判断の基準として「評価 5 項目」が採

用されている。評価 5 項目は、1991 年に経済協力開発機構開発援助委員会（Organization for 

Economic Co-operation and Development - Development Assistance Committee、以下 OECD-DAC）で

提唱された開発援助の評価基準であり、次の 5 項目からなる。 

項目 評価の主な視点 

妥当性 相手国やターゲットグループの政策・方針、優先度やニーズと、プロジェク
トの目標・上位目標との整合性の度合い。 

有効性 プロジェクト目標の達成度合いを測り、活動・成果・目標の関係など、プロ
ジェクトが有効に組み立てられているかどうかを検証。 

効率性 プロジェクトが期待する成果（アウトプット）を達成するために効果的に資
源（インプット）を使っているかどうかをみる。 

インパクト 上位目標への進捗度合も含めて、プロジェクトによって意図的または意図せ
ずに生じる正・負の変化を評価する。環境・貧困削減・ジェンダー等の開発
指標にもたらす影響を含む。 

持続性 プロジェクトによる支援が終了しても成果・便益が継続するかどうかについ
て、政策・制度、組織・人材、技術、財政の各視点からの見込み。 
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第２章 プロジェクトの実績 

２－１ 投入実績 

（日本側） 

 ２－１－１ 専門家の派遣  

2011 年 11 月のプロジェクト開始以降 2016 年 6 月までの期間に、WG1（統合班）、WG2（地

形班）、WG3（予測班）、WG4（計測班）で、計 51 名の研究者及び技術者が短期ベースで派遣

された。長期ベースでは、2 名の業務調整専門家が派遣された。（添付 11） 

 ２－１－２ 供与機材 

主な機材としては、リングせん断試験機、地すべり運動シミュレーションソフト（成果 2）、

トータルステーション、伸縮計、GNSS、傾斜計等のハイバン斜面モニタリング機材（成果 3）

などが供与され、その合計額は約 1.2 億円となっている。（添付 4） 

 ２－１－３ 本邦研修  

6 名のカウンターパート（ITST 職員）が日本の大学における長期研修に参加し、2016 年 3 月

までに学位（博士 1名、修士 5名）を取得した。またベトナム国立大学（Vietnam National University、

以下 VNU）からの学生 1 名が 2015 年 9 月までに学位（博士）を取得した。さらに、7 名の ITST

職員が日本での短期研修に参加した。これらの研修のほかに、プロジェクトの現地業務費によ

り、必要な際には出張ベースで本邦での研修や打合せにカウンターパートが参加した。（添付 5） 

 ２－１－４ 現地活動費 

日本側は、ベトナム現地におけるプロジェクト活動にかかる費用の一部を負担している。そ

の内訳としては、一般業務費（車輛借上、空中写真・地形図の購入、通訳、文具）、航空賃（中

部ベトナム出張、研修員調査渡航）、旅費（宿泊・日当）、謝金（プロジェクト秘書雇用、調査

時補助員）、工事費、コンサルタント経費などであり、2012 年度から 2015 年度までの合計は、

約 27.4 万ドルとなっている。（添付 7） 

（ベトナム側） 

 ２－１－５ カウンターパートの配置 

R/D によると、ITST 所長がプロジェクトの全体的な管理・実施に責任を持つプロジェクト・

ダイレクターである。また ITST の計画・プロジェクトマネジメント課長がプロジェクトの日々

の活動・調整に責任を持つプロジェクト・マネジャーに任命されている。第 4 回 JCC（2015 年

7 月）での配布資料では、計 51 名の ITST 職員がカウンターパートとしてリストアップされて

いる。（添付 6） 
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ITST における職位 プロジェクトでの担当 

Director General プロジェクト・ダイレクター/ WG1 リーダー 

Director of Planning and Project Management Division プロジェクト・マネジャー/ WG2（地形班）リーダー 

Director of Road Laboratory No.1 WG3（予測班）リーダー 

Director of Geo-Technical Science and Technology Center WG4（計測班）リーダー 

Director of R&D Standards and International Cooperation Dept. プロジェクト・ダイレクター補助 

 ２－１－６ プロジェクト活動費 

ITST は、2012 年 12 月に承認されたカウンターパート（Counterpart、以下 C/P）ファンドか

らプロジェクト活動費を支出しており、その内訳としては、各 WG の活動費、ハイバン地すべ

りモニタリングシステム維持管理費、プロジェクト事務所建設・設置費など、2016 年 5 月まで

の合計は 42 億ベトナムドンとなっている。（添付 7） 

２－２ 各成果における実績 

プロジェクトの各成果レベルの実績および達成状況については、PDM Version 2（案）に定めた

指標に基づき判断することとなる。これら指標と、現時点における達成状況（又はプロジェクト

終了時までの達成見込み）は以下のとおり。達成状況を判断するためのデータと情報は、別表と

して添付資料にまとめた。（添付 8） 

成果 番号 指標（和文は仮訳） 達成状況 

成果 1 1-1 A Luoi town から Kham Duc までのホーチミンルート、ハイバン地域、

ホアビン省国道 6 号線沿いの対象エリアで、地すべり地形マップが作成

される。 

達成 

 1-2 上述対象エリアの広域地すべり地形マッピングにより地すべり危険斜面

が特定される。 

達成 

 1-3 地すべり危険斜面の特定に係る研修を受けた ITST 職員の数。 達成  

成果 2 2-1 地すべり危険斜面から採取した土壌の特性パラメータに基づく地すべり

発生・運動シミュレーション（予測）が実施される。 

達成 

成果 3 3-1 計測とリアルタイム転送を備えたモニタリングシステムが設置される。  達成 

 3-2 地すべり挙動データが蓄積・解析される。 達成 

 3-3 対象地すべり計測と人工降雨崩壊実験結果を基に、警報基準値の設定方

法がドラフトされる。 

達成される見込み 

成果 4 4-1 統合ガイドラインが参照文書としての承認に向けて MOT に提出される。 達成される見込み 

 

以上の各指標の達成状況からすると、プロジェクトは所期の成果を全体的にほぼ達成している

と判断できる。成果レベルで設定された 8 指標のうち、プロジェクトは既に 6 指標を達成してお

り、また残りの 2 指標についてもプロジェクト終了時までに達成される見込みである（統合ガイ

ドラインの作成が ITST カウンターパートにより現在精力的に進められており、2016 年 11 月まで

に完成・提出される見通し）。なお、指標 1-1 に関しては、これまで 7 つの地すべり地形マップ

（ホーチミンルートで 6 つ、ハイバン地域で 1 つ）が作成されたが、ハノイから近距離にあり教

育・普及目的で選定された国道 6 号線沿いの対象エリアについては地すべり地形マップは作成さ

れなかった。その代わりに、国道 7 号線沿いの数カ所で、プロジェクトの技術・予算を使って地



 

－7－ 

すべりマップが作成されていることから、指標 1-1 については「達成」と判断した（実際のとこ

ろは、当初の予定以上の地すべり地形マップが作成されている）。 

なお、プロジェクトの各成果の実績を要約すると以下の通りである。 

（成果 1-地形）対象エリアにおける広域地すべり地形マッピング（ハイバン地域 1 枚、ホーチミ

ンルート 6 枚）と GIS データ化が完了した。マッピングまでの過程で、陸域観測技術衛星「だ

いち」（Advance Land Observing System、以下 ALOS）全世界デジタル 3D 地形データ、無人航

空機（Unmanned Aerial Vehicle、以下 UAV）空中写真、画像情報の入手と判読・解析、ハイバ

ン地域とホーチミンルートの代表的な地形の現地踏査、階層分析法（Analytic Hierarchy Process、

以下 AHP）や Fuzzy 解析などによる精度の高い危険度評価が実施された。また落葉しない熱

帯林地域における地すべり前兆現象を把握するために、空中写真の SfM 法（Structure from 

Motion、以下 SfM）などの画像処理による、樹冠の「数値表層モデル（Digital Surface Model、

以下 DSM）」から樹冠移動を判読する技術開発が進められた。 

（成果 2-予測）大規模地すべりを再現するための高圧非排水（3MPa）リングせん断試験機が日本

で開発され、またベトナム用に改良された実用リングせん断試験機が 2015 年 6 月に ITST に

移管された。この装置により、ハイバン斜面からの土壌サンプルの土質試験が実施され、地す

べり発生・運動解析ソフトのベトナム斜面向け機能が改善された。さらに、地すべりの発生・

運動シミュレーションに地すべり起因の津波解析機能を付加し、当該地すべりが発生した場合

のダナン湾での津波発生予測が行われた。以上により、地すべり発生・運動の把握にかかる技

術的課題の開発（代表斜面の発生・運動シミュレーションの実施）は終了した。 

（成果 3-計測）ハイバン駅周辺の地すべり地において、2013 年雨季（9 月～12 月）に、伸縮計と

雨量計を用いた予備的観測が開始された。その後モニタリングシステムの設置が進められ、

2016 年 3 月末をもって観測データのハノイ ITST への転送システムが構築されたことで、トー

タルステーションによる地すべり全体の挙動モニタリングシステムが完成した。ハイバン地す

べりについては、これまで雨季 3 シーズン（2013 年、2014 年、2015 年）のデータが蓄積され

ている。また、ハノイ ITST において人工斜面と降雨装置による室内崩壊実験施設を設置し、

2015 年 11 月には最初の崩壊実験が成功した（2016 年 6 月 21 には第 4 回実験が実施）。対象地

すべり計測と崩壊実験結果を基に、警報基準値の設定方法を含む早期警戒技術を統合ガイドラ

インとして取りまとめる作業が進んでいる。 

 

番号 ハイバン地すべり設置機材 数量 添付資料 4 

1) トータルステーション 1 No.13 

2) プリズム 40 No.13 

3) GNSS 3 No. 11 

4) Long-span 伸縮計（Lex） 14 No. 7 

5) Short-span 伸縮計（Sex） 5 No. 7 

6) マニュアルタイプ傾斜計 1 No.14 

7) Vertical 伸縮計（Vex） 2 No. 14 

8) 気象センサーシステム（雨量計、気温計、風速計、気圧センサー）  1 No. 32 
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9) 地下水位センサー 2 No. 7 

10) IP カメラ 2 No. 31 

11) 雨量計 2* No. 7 

12) 固定式孔内傾斜計 1 No.32 

*) うち 1 ユニットについては、国立研究開発法人 科学技術振興機構（Japan Science and Technology Agency、

以下 JST）予算により調達・設置 

（成果 4-全成果の統合）ITST カウンターパートは、斜面災害危険度評価技術の社会実装のための

統合ガイドライン（地形 8 編、予測 8 編、計測 9 編、崩壊実験 5 編、ソフトウェア 3 編の、計

33 編のガイドラインの統合）の作成を進めている。2016 年 6 月の第 5 回 JCC 会議においてガ

イドラインの概要が説明された。（添付 9） 

２－３ プロジェクト目標の達成見込み     

プロジェクト目標は、「日本の先進的な技術を基に、ベトナムにおける幹線交通網沿いの斜面災

害を軽減するための斜面災害危険度評価技術が共同開発されるとともに、当該技術を活用できる

人材が育成される。」となっている。プロジェクト目標レベルでは 2 指標が設定されており、その

現時点における達成状況は以下の通り。 

番号 指標（和訳は仮訳） 達成状況 

1 地形・予測・計測の各成果を統合することにより、場所、深度、
土砂量、地すべり運動速度などの斜面災害危険度が評価される。 

達成される見込み 

2 斜面災害危険度の分野における ITST 職員の能力が強化される。 ほぼ達成 

 

指標 1 については、3WG（地形班、予測班、計測班）とも 2015 年度末で斜面災害危険度評価に

かかる技術開発の当初目的を達成しており、最終年である 2016 年度は、統合ガイドラインを作成

するなかで各課題の取りまとめ・統合が進められている。統合ガイドラインについては、ドラフ

ト第一稿（英語版）が作成された段階であるが、2016 年 11 月のプロジェクト終了までの完成が

見込まれる。 

指標 2 については、6 名の ITST 職員が 2016 年 3 月までに本邦での長期研修で学位を取得し、

その他にも多くの職員が本邦での短期研修に参加した。これら職員は、ベトナムに帰国後 ITST に

おいて、他の ITST 職員へのベトナム語での説明と共同作業にあたり、ITST 研究者の全体的な能

力向上に顕著に貢献した。ITST もプロジェクトによるこれら ITST 職員の能力強化を高く評価し

ている。現在、ITST カウンターパートは統合ガイドラインの作成を進めており、その完了をもっ

て、斜面災害危険度の分野における ITST 職員の能力が強化された、と結論することになる。  

学位 職員の数 プロジェクトにおける該当分野 

博士 2 名（1 名は ITST、1 名は VNU） 地形 1 名（東北学院大学）、予測 1 名（京都大学） 

修士 5 名（全員が ITST）  予測 2 名（京都大学）、計測 3 名（島根大学 2

名、静岡大学 1 名）。京都大学で修士を取得し
た 1 名は、続けて博士課程に進学。 

 

統合ガイドラインについては、プロジェクト終了時までに作成され MOT に提出されるとの肯

定的な見通しが、ITST カウンターパートから広く表明された。ITST カウンターパートにより作
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成されたドラフト第一稿（英語版）は、今後、日本側研究者及びベトナム運輸セクター地すべり

協会（Vietnamese Landslide Association for Transport、以下 VLAT）によるレビュー、最終ワークシ

ョップの開催、修正とベトナム語への翻訳などの活動により、プロジェクト終了までの期間で完

了・提出される計画である。MOT に提出された統合ガイドラインは、MOT の協議プロセスの中

で最終化され、速やかに TCCS（ベトナムの当該セクターにおける技術基準）として採用される

よう、MOT とも確認済みである。 

２－４ 上位目標 

上位目標は「開発された地すべり危険度評価技術と早期警報システムの社会的実用によりベト

ナムの幹線道路及び都市・農村部の安全に貢献する。」となっている。上位目標では 2 指標が設定

されており、その現時点における達成状況は以下の通り。 

番号 指標（和訳は仮訳） 達成状況 

1 本プロジェクトの技術と機材により、ハイバン地すべり地域の早
期警報システムが確立される。 

達成可能 

2 ターゲット地域内外における斜面地すべり危険度が抽出・評価さ
れる。 

達成可能 

 

指標 1 については、ハイバン駅周辺の地すべり地ではトータルステーションによる地すべり全

体の挙動モニタリング・データ転送により地すべり早期警戒システムが設置された状況である。

引き続き、MOT はプロジェクト終了後どのように設置機材を維持管理をしていくか決定をする

必要がある。ITST おいてはガイドラインに基づいて警報発令基準値を設定し、当該基準値がしか

るべき手続きにより承認される必要がある。 

指標 2 については、本研究を契機に 2014 年に VLAT（ベトナム運輸セクター地すべり学会）が

設立されており、ITST のみならず同国の研究・政府機関にプロジェクトの研究成果・情報が共有

されることでベトナムにおける自立的な地すべり研究振興が期待できる状況である。 

２－５ 実施プロセス 

MOT は ITST の所管官庁として、MOT の副大臣が R/D のベトナム側署名者となっている。ITST

がプロジェクトの実施機関であり、ITST 所長がプロジェクト・ダイレクターおよび JCC 会議の

議長である。 

ITST は、VNU、VLAT と共にプロジェクト活動（特に統合ガイドラインの作成）を実施してい

る。また、ハイバン斜面のモニタリングシステムに係る活動（成果 3）については、ITST ダナン

支所がプロジェクトに大きく貢献している。ITST ダナン支所は、4 名からなるチーム（2 名は ITST

ダナン支所職員、2 名は臨時雇用）を立ち上げ、斜面に設置されたモニタリング機器を定期的に

訪問して、その保護と維持管理、データ収集を実施している。ITST はまた、ダナンにおける関係

機関、具体的には鉄道管理合同株式会社、フエ省農業農村開発局（Department of Agriculture and 

Rural Development、以下 DARD）森林管理局、軍の Lang Co 駐屯所、ハイバン駅（鉄道サービス

会社）の協力・連携を得て、成果 3 に係る活動を実施している。  
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第３章 評価 5 項目によるレビュー 

３－１ 妥当性 

プロジェクトの妥当性は高い。 

  (1) ベトナムの自然災害リスク管理に関する政策・制度は、2011 年 11 月のプロジェクト

開始以降で大きな変更はなく、プロジェクトの妥当性は引き続き高い。2007 年 11 月

に発表された「自然災害の防止・対応・緩和のための国家戦略 2020」では、山岳地帯

での地すべり等の災害防止に向けてプロ・アクティブな対応を進めていくとし、地す

べりリスクが高い地域の特定とマッピング及び警報・通報システムの設置が言及され

ている。また 2014 年 5 月に施行された「自然災害予防管理法（No.33/2013/QH13）」で

は、地すべりを自然災害の中に含めるとともに、この法律第 33 号に関する細かい事柄

を明らかにするために、多くの制令（decree）、通知（circular）、決定（decision）

が発出された。さらに 2013 年 6 月の「気候変動への対応及び資源管理と環境保全の促

進にかかる規則（No.24-NQ/TW）」においても、地すべりへの言及とともに、気候変動

とその影響に対する予測、評価、警報に向けて研究開発と先進科学技術の適用を進め

ていくことが述べられている。プロジェクトは、ベトナムにおける災害リスク管理に

係るこれらの政策・制度の方針と合致している。 

  (2) プロジェクトは日本のベトナムに対する援助方針とも引き続き整合している。2015 年

2 月に閣議決定された日本の「開発協力大綱」では、自然災害及び防災対策は、重点

課題の 1 つである「地球規模課題への取組みを通じた持続可能で強靭な国際社会の構

築」に位置づけられている。個別の国に対する支援方針は引き続き国別援助方針によ

り定めることとなっており、対ベトナム国別援助方針（2012 年 12 月）についてはそ

の後の変更はなく、自然災害への対応支援についても、引き続き重点課題の中に位置

づけられている。 

  (3) 2015 年 3 月の第 3 回国連世界防災会議で採択された「仙台防災枠組 2015-2030」で

は、次の 4 つの優先行動分野について、地方、国、地域及びグローバルのレベルで、

国家によるセクターごと及びセクター横断的な、焦点を絞った行動を求めている。プ

ロジェクトはベトナムにおける地すべり危険度評価に関し、先端技術を導入して科学

的研究を進めるとともに人材を育成することで、「仙台防災枠組 2015-2030」の優先事

項 1 および優先事項 3 に大きく貢献するものとなっている。日本も、「仙台防災枠組

2015-2030」のもと、国際社会における防災協力の一層の推進を約束している。 

 

 

 

 

 

「仙台防災枠組 2015-2030」における優先行動 

 優先事項 1: 災害リスクの理解 

優先事項 2: 災害リスク管理のための災害リスクガバナンス 

優先事項 3: 強靭化に向けた防災への投資 

優先事項 4: 効果的な応急対応に向けた準備の強化と「より良い復興（Build Back Btetter）」 
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３－２ 有効性 

プロジェクトの有効性は高い。 

  (1) プロジェクトは、斜面災害危険度評価に必要な地形・予測・計測にかかる所期の技術

開発を進め、今後も予定の活動を継続していくことにより 2016 年 11 月までにプロジ

ェクト目標を達成することが期待できることから、プロジェクトの有効性は高いと判

断できる。各成果（地形、予測、計測）の統合が、統合ガイドラインの作成により現

在進められている。ITST 研究者からは、ガイドラインの作成は協力期間内に終了する

との肯定的な見通しが示されており、プロジェクトの計画としても、レビュー、ベト

ナム語訳、ワークショップの開催、最終化等の一連の作業を、今後の協力期間内に終

了する予定である。 

  (2) 中間レビュー時の 6 項目の提言への対応は以下の通りである。これまでのところ、1

項目（提言 5）のみ対応が完了している。また 2 項目（提言 1 および 2）については、

今回の終了時評価において対応が完了する予定である。その他 3 項目（提言 3、4 およ

び 6）については、引き続き協力期間中に対応する予定である。 

 

番号 提言 取られた対応と現状 

1 プロジェクトの協力内容や方向性をより

明確にするために、PDM（ver.1）を修

正すること。修正案として PDM

（ver.2）は中間レビュー調査団よりプロ

ジェクト側の更なる検討のたたき台とし

て提案された。 

PDM ver.2（案）が第 3 回 JCC（2014 年 8 月 1 日開

催）において提案され、第 4 回 JCC（2015 年 7 月 9

日開催）でも検討されたが、まだ承認には至ってい

ない。  

今回の終了時評価は、評価の基準となるプロジェク

ト概要としては PDM Ver.2（案）が使用された。 

また、終了時評価では PDM Ver.2（案）の上位目標

の修正（案）が合意され、今後ベトナム側・日本側

双方で速やかに PDM の公式化を図る予定。 

2 プロジェクトの進捗モニタリングに際し

ては、その枠組みとして PDM（ver.2）

記載の指標を活用すること。 

PDM ver.2（案）の指標が、終了時評価でプロジェ

クトの達成度を測る指標として使用された。  

3 プロジェクトにより供与された全ての機

材の終了後の維持管理に関し見通しを明

確にすること。 

2016 年 6 月までに日本で使用していた機材も含めて

全ての機材が ITST に到着した。ITST はこれら機材

（特にハイバン斜面に設置したモニタリングシステ

ム）の維持管理に C/P ファンドを使っている。プロ

ジェクト終了後は、ITST は MOT により機材の維持

管理の責任機関として指定される必要があり、そう

すれば ITST は引き続き機材を使用していく権利を

得ることになる。 

引き続きの使用権の付与について、ITST は機材の

継続的な運用と管理に関するプロポーザルを作成

し、MOT に提出する計画である。 

4 ITST に対し、MOT に地すべり早期警戒

技術の活用と早期警報システムの活用に

関する戦略を策定するためのプロポーザ

ルを作成すること。 

現在、ITST は早期警報システムに係る技術を含む

統合ガイドラインを作成中であり、このガイドライ

ンがベトナムのセクターレベルの技術基準として採

用されることが期待されている。 

ITST は MOT への助言機関であり、こうしたプロポ

ーザルの作成と提出は ITST の業務の一つである。 
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5 モニタリング機材の早急な設置を担保す

るため、ITST に対し、MOT が a)設置に

係る省レベルの承認手続きのフォローア

ップと、b)ベトナム国鉄が必要な手続き

を取るよう指示するためのプロポーザル

を作成すること。 

ハイバン地すべりへのモニタリングシステム設置に

関しては、関係機関（鉄道、軍、森林管理局、ハイ

バン駅）との協力・連携により、2016 年 3 月までに

システムの設置が完了した。 

6 ITST に対し、MOT にプロジェクトによ

る供与機材の持続的な活用計画（そのた

めの人材計画も含む）に係るプロポーザ

ルを提出すること。 

ITST の 5 ヵ年計画（2015-2020）である組織・業務

改善計画には、ITST 内に地質工学・防災の専門機

関を設立する計画が含まれている。こうした ITST

内専門機関の設立過程で、供与機材の持続的な活用

計画（人材計画も含む）も対応されることが期待さ

れる。 

３－３ 効率性 

プロジェクトの効率性は高い。 

  (1) プロジェクトの効率性は高いと判断されたが、これは幾つかの制約により協力期間前

半でプロジェクト活動に遅れが見られたが、その前後におけるプロジェクトの対応と

努力により、終了時評価の時点で所期の技術開発を終了させていることによる。主な

制約となったのは、ベトナム側からの希望による 2012 年の対象サイトの変更、2013

年の機材調達及び到着の遅れである。これらは既に中間レビューにおいても阻害要因

として言及されている。特にハイバン斜面でのモニタリングシステム設置について

は、機材到着前に、設置場所の検討・調査や予備観測の実施などの準備活動を行い、

これによりプロジェクトは活動の遅れに対する影響を最小限に抑制した。 

  (2) 日本側専門家の派遣、供与機材、ベトナム側研究者の配置、本邦研修、プロジェクト

活動費といった日本側、ベトナム側双方のプロジェクトへの投入は、全体として適切

に管理されてきた。中でも、効率的なプロジェクト実施への大きな貢献として確認で

きたのは、本邦での長期研修に参加した ITST 職員の存在である。これらベトナム人留

学生を介することで、ベトナム側及び日本側の研究者双方のコミュニケーションは、

言葉の違いがあったにも関わらず概して良好であり、またベトナム側プロジェクト参

加者へのベトナム語による説明と共同作業の実施が可能となった。プロジェクト活動

費については、特に地すべりモニタリング実施にかかる費用負担の点で、2012 年 12

月に承認された C/P ファンドに基づく ITST からの資金的貢献は著しい。プロジェクト

に関わる事項を協議・決定する JCC 会議については、R/D での合意に基づいて毎年実

施され、第 1 回（2012 年 3 月 23 日）、第 2 回（2013 年 5 月 8 日）、第 3 回（2014 年 8

月 1 日）、第４回（2015 年 7 月 9 日）、第 5 回（2016 年 6 月 24 日）の計 5 回が開催さ

れた。 

  (3) プロジェクトの促進要因としては、本邦長期研修参加者による貢献のほかに、2014 年

5 月の「自然災害予防管理法」の施行など災害リスク管理にかかる法制度の整備が進

んだこと、特定非営利活動法人 国際斜面災害研究機構（International Consortium 

on Landslides、以下 ICL）と ITST との間で既に研究協力関係が確立されていたこ

と、等が挙げられる。阻害要因として言及のあったのは、上述したとおりベトナム側

からの希望による 2012 年の対象サイトの変更であり、ベトナム側のプロジェクト・ド
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キュメントの承認（2012 年 12 月）の遅れにつながった。これに関連して、C/P ファン

ドの承認、供与機材の調達及び免税のための A4 フォームの作成・提出についても影響

があった。さらに、地すべり地形と危険斜面の判読に必要な空中写真、地図等の画像

情報については軍の許可等が必要であったこと、また国境地帯での外国人による UAV

利用は原則認められなかったこと等も研究活動に対する制約となった。これに対して

プロジェクトは、空中写真の代わりに、DSM による解析のため ALOS W3D データを購

入・利用し、防衛省から画像データを入手する等して対応し、また MOT も軍など関係

機関に公式レターを発出してプロジェクト活動を支援した。 

３－４ インパクト 

プロジェクトの現時点までのインパクトは中程度である。 

  (1) プロジェクトの正のインパクトとして最も重要であるのは、上位目標（プロジェクト

の終了 3 年～5 年後にベトナム側で実現すべき目標）の達成に向けた活動の進展であ

る。PDM Version 2（案）の上位目標は「開発された地すべり危険度評価技術と早期警

報システムの社会的実用によりベトナムの幹線交通網及び都市・農村部の安全に貢献

する」となっている。開発された技術の社会的実用については、統合ガイドラインが

TCCS（ベトナムの当該セクターにおける技術基準）として採用され、斜面災害危険度

評価の実施およびハイバン斜面での早期警報システムの実現に利用されることで、実

現される。MOT としても、TCCS に向けた手続きを進める意向をもって ITST からの統合

ガイドライン提出を待っている状況である。現時点においては、こうした社会的実用

はまだ実現しているとは言えない。 

  (2) PDM 使用に関する方法論を記述している JICA 評価ガイドラインに従い、現在の PDM 

Version 2（案）にある「Overall Objective」は「Overall Goal」に置き換えられる

べきである。また、現在の上位目標にある「都市・農村部の安全」については、MOT、

ITST の管轄外であることから、今回の終了時評価の機会に修正されることが望まし

い。開発された斜面災害危険度評価の技術を適用して都市・農村部の安全に貢献する

ことは MOT の職務ではなく、PDM Version 2（案）からの削除を検討する。 

  (3) VLAT（ベトナム運輸セクター地すべり協会）は、2011 年に署名された本プロジェクト

の R/D で既に言及がみられ、その後プロジェクトによる 2 年以上の準備活動により、

内務省の決定第 591 号に基づき 2014 年 6 月 3 日設立された。設立当初のメンバーは 7

名であったが、現在は地すべり管理（調査、設計、工事）に関係する研究機関、大

学、企業から 120 名以上の研究者および技術者が VLAT の会員となっている。VLAT は

定期的に地すべり技術フォーラム（Landslide Technical Forum、以下 LTF）を、第 1

回（2011 年 11 月）、第 2 回（2013 年 5 月 8 日）、第 3 回（2014 年 7 月 30 日）、第 4 回

（2015 年 7 月 8 日）と、JCC に時期を合わせて開催している。 

３－５ 持続性 

プロジェクトの持続性は比較的高いと見込まれる。 
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  (1) ベトナムにおける災害リスク管理のための政策・体制は、プロジェクト成果及び便益

の持続に向けて適したものとなっている。プロジェクトの活動は、「自然災害の防止・

対応・緩和のための国家戦略 2020」、「自然災害予防管理法（No.33/2013/QH13）」、「気

候変動への対応及び資源管理と環境保全の促進にかかる規則（No.24-NQ/TW）」といっ

た政策などと整合しており、直近には、これら防災に係る政策の大きな変更は予見さ

れない。ベトナムの地形的な事情、気候変動の影響等に起因する斜面崩壊への更なる

対応に向けて、科学技術と研究開発の進展に対するプロジェクトの貢献を MOT も認識

している。 

  (2) ITST の組織的・人材的な観点からは、プロジェクト便益は維持される可能性が高い。

プロジェクト期間中に 6 名の ITST 職員が日本において学位を取得（博士 1 名、修士 5

名）し、今後さらに 5 名の ITST 職員が博士を取得（課程博士 1 名、論文博士 4 名）す

ることが見込まれる。プロジェクトによる長期及び短期研修により、ITST 職員の人材

育成が進んだ。また、ITST の 5 ヵ年計画（2015-2020）である組織・業務改善計画に

は、ITST の下に地質工学・防災の専門機関を設立する計画が含まれており、こうした

専門機関の設立により、斜面災害リスク評価を進める ITST の組織レベルの能力は引き

続き向上していくことが見込まれる。  

  (3) 技術的な観点からの持続性の見通しは高い。ITST はプロジェクトにより導入された機

材（ハイバン斜面のモニタリングシステム、斜面崩壊実験設備、ベトナム用に改良さ

れたリングせん断試験機等）を既に運用し管理している。プロジェクト終了後は、

ITST はこれら機材の維持管理の責任機関として MOT から指定される必要があり、そう

すれば ITST は引き続き機材を使用していく権利を得ることになる。また統合ガイドラ

インについては、ITST カウンターパート自身が作成を精力的に進めていることから、

ガイドライン完成後は効果的に管理・使用され、さらに必要な際は ITST 職員自身によ

って更新されることが期待できる。また ITST はベトナム天然資源環境省（MONRE）地

質科学・鉱物資源研究所（Vietnam Institute of Geosciences and Mineral 

Resources、以下 VIGMR）とともに ILC の会員機関であり、プロジェクト終了後も、

ICL から引き続き技術的なガイダンスが得られる見通しである。地すべり技術にかか

るベトナム国内における他機関（VNU、VIGMR、地質・鉱山大学、民間セクター）との

情報共有についても、主に VLAT を通して技術・経験の引き続きの共有が見込まれる。 

  (4) 財政面における持続性の見通しを判断するのは不確かな部分もあり概して難しい。プ

ロジェクト期間中は、ITST は 2012 年 12 月に承認された C/P ファンドによりプロジェ

クト活動経費をカバーしてきた。プロジェクト終了後は、機材の運用・維持（特にハ

イバン斜面のモニタリングシステム）を中心に活動に必要な資金の確保が大きな課題

である。政府による年度予算配分を検討するとともに、機材の使用と維持管理のため

にも、ITST は機材を他のプロジェクトや活動に活用する独自事業により資金や収益を

確保し、利用していくことを検討する必要がある。 
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第４章 合同終了時評価調査の結果 

４－１ 評価 5 項目に関する結論 

プロジェクトは、「自然災害の防止・対応・緩和のための国家戦略 2020」や「自然災害予防管理

法（No.33/2013/QH13）」等のベトナムの防災政策と整合しており、その妥当性は引き続き高い。

プロジェクトは予定の活動を着実に進めることでプロジェクト目標の達成が見込めることから、

プロジェクトの有効性は高いと判断される。現在作成中の統合ガイドラインについては、2016 年

11 月のプロジェクト終了時までに完了する予定である。幾つかの制約のためプロジェクト前半で

生じた活動の遅れにも関わらず、プロジェクトは予定の技術開発を終えて現在は取りまとめの段

階にあることから、プロジェクトの効率性も高いと判断できる。プロジェクトのインパクトは現

時点では中程度と判断され、今後、統合ガイドラインが技術基準として採用されて地すべり危険

度評価に活用されれば、上位目標にある社会的実用が実現することになる。プロジェクトの持続

性については比較的高いと考えられる。政策・体制、組織・人材、および技術的な観点からは、

プロジェクトの効果や便益は維持される可能性が高い。一方、財政的な観点から、ITST はプロジ

ェクト期間中の必要な予算を確保するために最大限の努力をしており、プロジェクト終了後も同

様の努力を続けていくことが期待される。  

４－２ 提言 

 ４－２－１ プロジェクト向け 

1) プロジェクトは予定の活動（統合ガイドラインの作成と MOT への提出、論文の執筆、プ

ロジェクト完了報告書の作成、最終ワークショップの開催など）を 2016 年 11 月までに完

了すること。特に統合ガイドラインについては、完成と提出について残りの期間のスケジ

ュール管理を行うとともに、その進捗を必要に応じて MOT に報告すること。 

2) 供与機材については、日本で使用していた機材も含めて全ての機材が ITST に到着した。プ

ロジェクトは中間レビュー時に出された提言の中で次の未対応の事項について対応するこ

と。 

a) プロジェクトにより供与された全ての機材に関し、協力期間終了後に供与機材の運用・

維持を確実にするために必要な対策を取ること。 

3) 中間レビュー時の提言である 3 項目（上述の a、後述の b および c）については、プロジェ

クトはプロジェクト管理ユニット（Project Management Unit、以下 PMU）レポートを通じ

てその対応、フォロー状況を定期的に関係者（JICA および MOT）に報告すること。 

 ４－２－２ ITST 向け 

1) プロジェクトの中で、地すべり災害リスク評価技術が開発・移転され、ハイバン斜面モニ

タリングシステムも運用が開始された。ITST は中間レビュー時に出された提言の中で次の

未対応の事項につきフォローを行うこと。 
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b) 地すべり早期警戒技術の活用と早期警報システムの活用に関する戦略を策定するための

プロポーザルを MOT に提案する。 

c) 供与機材の持続的な活用計画（そのための人材計画も含む）に係るプロポーザルを MOT

に提案する。 

2) 上述の b)については、ハイバン地すべり計測と崩壊実験の結果により警報基準値の設定を

含む技術が開発されたので、この技術を用いて ITST はハイバン斜面の警報基準値を提案

すること。 

3) 上述の c)については、供与機材については強いオーナーシップと責任を持った MOT への

提案が求められ、これら機材の利用権限が MOT から与えられる場合は、ITST は独自の調

査・研究活動を通じた収益により（例えば、政府への予算要求のほか、援助機関と共同の

新プロジェクトの形成、研究者や学生の教育用にシステムを開放して料金徴収する等）、使

用・維持管理に係る費用を捻出することが期待される。特にハイバン斜面に設置したモニ

タリングシステムについては維持管理費用が多くかかることから、この点に考慮する。 

4) 出版、Web サイト、セミナー等を通じて、ITST の研究成果を交通セクターに限らず他の関

連セクターへも共有し、広く成果の発現を目指すこと。 

 ４－２－３ MOT 向け 

1) ITST から統合ガイドラインの提出があった際は、必要な手続きを踏まえてそれらを速やか

に技術基準として制定すること。 

2) ITST から提出される、供与機材の持続的な活用計画、地すべり早期警戒技術と早期警報シ

ステムの活用に係るプロポーザルについては、速やかに決定を行うこと。また、ITST に対

し、引き続き供与機材の使用と維持管理権限を与えること。 

3) 上述のとおり、一部供与機材の維持管理については費用がかかることから、MOT の努力に

よる計上予算の措置が期待される。 

 ４－２－４ JICA 向け 

ベトナム側機関からは、本プロジェクトを継承、発展させた斜面崩壊リスク評価技術を適用

するための協力につき、JICA への期待が示された。 

４－３ 教訓 

1) 長期研修による ITST 職員の能力強化は、プロジェクトの顕著な促進要因となった。プロジ

ェクトの初期段階での人材育成は、プロジェクト後半でプロジェクトの効率的な実施に貢

献する。プロジェクト初期段階での職員の不在は ITST の通常業務に影響を与えることと

なったが、こうした研修は ITST の持続的な研究発展のための投資と考えることが出来る。 
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2) PDM の更新については中間レビュー以降、提案・議論が続いてきたが、終了時評価時点ま

で正式に手続きが取られることはなかった。PDM の改訂は、JCC の場で決定がなされれば、

それに応じた然るべき対応がプロジェクトにより速やかに取られることが重要である。 

 





 

 

付 属 資 料 
 

1. プロジェクト・デザイン・マトリクス (PDM) Version 2（和訳版は無し） 

2. 終了時評価調査の日程 

3. 面談者リスト 

4. 供与機材 

5. 本邦研修 

6. カウンターパートの配置 

7. プロジェクト活動費 

8. 成果グリッド（指標の達成度） 

9. 統合ガイドラインの構成 

10. 5 項目に基づく評価グリッド 

11. MINUTES OF MEETINGS 
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添付 3: 面談者リスト  
 

ベトナム側 
1) カウンターパート機関（ITST および ITST ダナン支所） 
1 Assoc. Prof. Doc. Nguyen Xuan Khang Director General of ITST (Project Director/WG1 Leader)  6/9,15,20 

2 M.Sc. Dinh Van Tien Director of Planning and Project Management Division, ITST (Project 
Manager/WG2 Leader)

6/9,10,13-
15,20-23

3 Msc. Bui Ngoc Hung  Chief, Research & Development – Standards and International Cooperation Dept. 
ITST 

6/9,10,13 

4 Msc. Nguyen Kim Thanh  Officer, Planning and Project Management Division, ITST (Project 
Secretary/WG3) 

6/9,10,13-
17,20-23

5 Msc. Lam Huu Quang Director of Road Lab No.1, ITST (WG3 Leader) 6/9,14,20 

6 Msc. Huynh Dang Vinh Director of Geo-Technical Science and Technology Center, ITST (WG4 Leader)  6/9,13,20 

7 Ms. Pham Thi Chien International Cooperation Division, ITST (WG4)  6/9
8 Mr. Do Ngoc Ha Deputy Director of International Cooperation Division, ITST (WG4) 6/9,14,16,17
9 Mr. Tran Dang Ninh Head of Sub-ITST (WG4) 6/15
10 Mr. Phan Duy Tho Researcher, Sub-ITST (WG4, Hai Van Team)  6/15-17
11 Mr. Nguyen Van Thao Researcher, Sub-ITST (WG4, Hai Van Team) 6/17
12 Mr. Nguyen Minh Duc Worker, Sub-ITST (WG4, Hai Van Team) 6/17
13 Mr. Luu Nguyen Minh Tuan Staff, Lab No.1 6/21
   
2) 関係機関 (MOT, VIGMR, VLAT, VNU, VJEC, Railway Management Joint stock Company, Forestry Management Unit, Lang Co Military 

Station, Hai Van Station)  
1 Mr. Nguyen Ngoc Thuyen Deputy Director General, ICD, MOT (Evaluator)  6/10,20,23
2 Mr. Do Hung Officer, ICD, MOT (Evaluator)   6/10,23
3 Mr. Tran Tan Van Director of VIGMR, MONRE 6/10
4 Mr. Nguyen Quoc Dinh Chief of Science, Technology & International Dept. VIGMR, MONRE 6/10,23
5 Mr. Huynh Dang Vinh President of VLAT (ITST) 6/13 
6 Mr. Dinh Van Tien Secretary of VLAT (ITST) 6/13
7 Mr. Nguyen Quoc Hung Founding member of VLAT (former Deputy Director of VJEC)  6/13
8 Ms. Le Thi Phong Member of VLAT (Director of Consulting Center for Bridge and Road)   6/13
9 Mr. Bui Ngoc Hung Founding member of VLAT (ITST) 6/13
10 Mr. Huynh Thanh Binh Founding member of VLAT (ITST) 6/13,14
11 Assoc Prof. Do Minh Duc Head of Int. Relations and Administration Office, Faculty of Geology, VNU 6/13
12 Prof. Dr. Mai Trong Nhuan Chairman, VNU Council for Quality Assurance, VNU 6/13
13 Mr. Nguyen Dinh Thanh Deputy Director, R&D Center, VJEC 6/14
14 Ms. Do Ngoc Trung Standing Deputy General Director, VJEC 6/14
15 Mr. Do Thi Hong Tuyen   Office Manager, VJEC 6/14
16 Mr. Kieu Thuong  Deputy Director of Railway Management Jointstock Company  6/15
17 Mr. Tran Van Loc Director of North Hai Van Forestry Management Unit in Hue Province 6/16
18 Mr. Pham Van Tuan Vice General of Lang Co Military Station 6/16
19 Mr. Ho Thang Vinh Vice Head, Lang Co Military Station 6/16
20 Mr. Trinh Van Thanh  Director of Hai Van Station 6/16
21 Mr. Dang Quang Khang VNU 6/20,21
22 Dr. Le Quoc Hung Vice Director, VIGMR 6/23
23 Prof. Mai Trong Nhuan Chairman, VNU Council for Quality Assurance National Distinguished Expert, 

VNU 6/23 

日本側 
1) プロジェクト 
1 Prof. Kyoji Sassa Executive Director, ICL (WG1 and 3 Leader)   5/30,6/20-23
2 Prof. Hirotaka Ochiai Executive Director, JAFTA (WG4 Leader)  5/30,6/21-23
3 Mr. Masaru Iizuka Project Coordinator 6/9-17,20-23
4 Ms. Le Thi Mai Lien Project Coordinator Assistant 6/9-17,20-23
5 Dr. Toyohiko Miyagi Professor, Department of Regional Management, Tohoku-Gakuin University 6/20-22
6 Dr. Shiho Asano Chief of Laboratory, FFPRI 6/20-23
   

2) JICA 事務所 
1 Mr. Tsuyoshi Kanda Senior Project Formulation Advisor, JICA Vietnam Office 6/9,17,20,21
2 Ms. Tran Mai Anh  JICA Vietnam Office 6/9,20,21
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b-

IT
ST

W
G

4
41

 
En

g.
 N

gu
ye

n 
Va

n 
Th

am
IT

ST
R

es
ea

rc
he

r, 
Su

b-
IT

ST
W

G
4

42
 

En
g.

 V
u 

Th
e 

Tr
uo

ng
IT

ST
 

○
R

es
ea

rc
he

r, 
In

 st
at

ut
e 

of
 R

oa
d 

an
d 

A
er

od
ro

m
e

W
G

4
長

期
研
修

（
M

.S
c.
）

43
 

En
g.

 P
ha

m
 V

an
 D

uo
ng

IT
ST

R
es

ea
rc

he
r

W
G

4
44

 
En

g.
 D

uo
ng

 T
hi

 T
ha

nh
 H

a 
IT

ST
R

es
ea

rc
he

r, 
Su

b-
IT

ST
W

G
4

45
 

En
g.

 P
ha

n 
D

uy
 T

ho
IT

ST
R

es
ea

rc
he

r, 
Su

b-
IT

ST
W

G
4

46
 

M
sc

. N
gu

ye
n 

D
uc

 T
hi

en
IT

ST
R

es
ea

rc
he

r
W

G
4

47
 

M
sc

. C
hu

 Q
uo

c 
D

un
g

IT
ST

R
es

ea
rc

he
r 

W
G

4
48

 
En

g.
 B

ui
 A

nh
 T

ua
n

IT
ST

R
es

ea
rc

he
r

W
G

4
49

 
En

g.
 M

ai
 V

an
 N

am
IT

ST
R

es
ea

rc
he

r
W

G
4

50
 

En
g.

 H
oa

ng
 V

an
 D

un
g

IT
ST

R
es

ea
rc

he
r

W
G

4
51

 
En

g.
 V

u 
K

im
 T

ra
 M

y
IT

ST
R

es
ea

rc
he

r
W

G
4

出
典

) 2
01

5
年

7
月

8
日

の
JC

C
会
議

で
の
名

簿
を
基
に

更
新
。

 
注

) 
ハ

イ
ラ

イ
ト

 
 

は
、

終
了
時
評

価
中
に

イ
ン
タ
ビ

ュ
ー
を

実
施

し
た

C
/P
。

○
は

質
問

票
を

記
入

・
提

出
し

た
C

/P
。
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添
付

7:
 プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
活

動
費
 

 

日
本

側
（

現
地

業
務

費
）

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

 （
通

貨
: U

SD
）

 
N

o 
項

目
 

20
11

年
 

20
12

年
度

 
20

13
年

度
 

20
14

年
度

 
20

15
年

度
 

合
計
 

1 
一

般
業

務
費

（
車
輛

借
上
、

空
中
写
真

・
地
形

図
、
通
訳

、
文

具
）

 
N

/A
 

12
,9

97
 

36
,8

84
31

,5
26

33
,1

72
11

4,
57

9 

2 
航

空
賃

（
中

部
ベ
ト

ナ
ム
出

張
、
長
期

研
修
員

調
査
渡
航

な
ど

）
N

/A
 

13
,6

03
 

13
,6

56
13

,0
21

13
,0

43
53

,3
23

 
3 

旅
費
（

C
/P

本
邦
出

張
時
や

専
門
家
調

査
時
の

宿
泊
・
日

当
）

 
N

/A
 

13
,0

72
 

7,
81

4
21

,8
81

14
,6

55
57

,4
22

 
4 

謝
金

（
プ

ロ
ジ
ェ
ク

ト
秘
書

雇
用
、
調

査
時
補

助
員
）

  
N

/A
 

81
1 

1,
30

3
10

,1
35

9,
85

4
22

,1
03

 
5 

会
議

費
（

JC
C
、

LT
F
開

催
時

の
昼

食
）

  
N

/A
 

0 
1,

18
9

3,
45

4
2,

41
0

7,
05

3 
6 

コ
ン

サ
ル

タ
ン
ト
経

費
（
機

器
設
置
工

事
入
札

用
TO

R
資

料
作

成
）

  
N

/A
 

0 
11

,0
93

1,
59

2
0

12
,6

85
 

7 
工

事
費

（
IT

ST
実

験
棟
の
内

装
工
事
）

 
N

/A
 

0 
7,

06
1

0
0

7,
06

1 
合

計
 

 
40

,4
83

 
79

,0
01

81
,6

09
73

,1
34

27
4,

22
8 

出
典

）
終

了
時

評
価

調
査
の

際
に
プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
よ
り
提

供
 

ベ
ト

ナ
ム

側
 
 
 

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
（

通
貨

：
V

N
D
）

 
N

o 
項

目
 

C
/P

フ
ァ

ン
ド

合
計

 
20

13
年

支
出

 
20

14
年

支
出

 
20

15
年

支
出

 
20

16
年

支
出

 
（

1
月
～

5
月

）
 

20
16

年
5
月

31
日

ま
で
の

 
支

出
合
計

 
A

 
プ

ロ
ジ

ェ
ク
ト
形
成

（
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト

・
ド
キ

ュ
メ

ン
ト

完
成

）
28

0,
00

0,
00

0 
28

0,
00

0,
00

0
-

-
-

28
0,

00
0,

00
0 

B
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
実
施

経
費

 
4,

33
7,

57
7,

99
6 

1,
01

8,
00

0,
00

0 
1,

33
7,

56
5,

43
9 

  
1,

34
3,

32
7,

01
7 

93
,2

48
,5

04
 

3,
79

2,
14

0,
96

0 
I 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
管
理

費
 

72
4,

00
8,

18
0 

32
6,

08
7,

34
9

25
3,

00
0,

00
0

95
,6

90
,4

88
39

,2
98

,6
80

71
4,

07
6,

51
7 

1 
PM

U
給

与
・

手
当

 
54

4,
00

8,
18

0 
  

28
2,

50
0,

00
0 

16
8,

00
0,

00
0 

60
,0

00
,0

00
 

33
,5

08
,1

80
 

54
4,

00
8,

18
0 

2 
プ

ロ
ジ

ェ
ク
ト
事
務

所
経
費

 
18

0,
00

0,
00

0 
  

  
43

,5
87

,3
49

 
85

,0
00

,0
00

 
35

,6
90

,4
88

 
5,

79
0,

50
0 

17
0,

06
8,

33
7 

II
 

4
ワ

ー
キ
ン

グ
グ
ル

ー
プ
活

動
費

 
1,

77
8,

58
4,

03
1 

  
38

1,
59

8,
31

1 
  

 7
64

,9
93

,5
00

 
41

8,
64

9,
00

0 
92

,4
93

,5
31

 
1,

65
7,

73
4,

34
2 

1 
給

与
・

残
業
・
手
当

 
72

9,
08

4,
03

1 
  

 1
28

,4
00

,0
00

 
  

 3
82

,9
93

,5
00

 
15

0,
00

0,
00

0 
67

,6
90

,5
31

 
72

9,
08

4,
03

1 
2 

事
務

用
品

 
20

,0
00

,0
00

 
  

  
11

,1
94

,0
00

 
  

  
 4

,0
00

,0
00

 
3,

00
0,

00
0 

-
18

,1
94

,0
00

 
3 

材
料
費

 
26

,6
76

,3
11

 
  

  
26

,6
76

,3
11

 
-

-
-

26
,6

76
,3

11
 

4 
手

当
 

92
0,

32
3,

68
9 

  
 1

76
,4

77
,0

00
 

  
 3

50
,0

00
,0

00
 

25
0,

00
0,

00
0 

 2
4,

80
3,

00
0 

80
1,

28
0,

00
0 

5 
臨

時
雇

用
 

62
,5

00
,0

00
 

  
  

25
,7

35
,0

00
 

  
  

25
,0

00
,0

00
 

 1
1,

76
5,

00
0 

-
62

,5
00

,0
00

 
6 

コ
ピ

ー
代

 
20

,0
00

,0
00

 
  

  
13

,1
16

,0
00

 
  

  
  

3,
00

0,
00

0 
  

3,
88

4,
00

0 
-

20
,0

00
,0

00
 

II
I 

ハ
イ

バ
ン

斜
面
モ
ニ

タ
リ
ン

グ
シ
ス
テ

ム
維
持

管
理

費
 

96
4,

19
0,

93
3 

-
  

 2
00

,1
86

,5
00

 
52

0,
00

0,
00

0 
 6

0,
65

5,
00

4 
78

0,
84

1,
50

4 
 

 
発

電
機

 
- 

-
  

  
25

,0
00

,0
00

 
  

  
  

  
-

 
-

25
,0

00
,0

00
 

 
 

配
電
線

 
- 

-
  

  
 4

4,
00

0,
00

0 
  

  
  

  
-

 
-

44
,0

00
,0

00
 

 
 

電
気
代

 
- 

-
-

 4
0,

00
0,

00
0 

-
40

,0
00

,0
00

 
 

 
通

信
費

 
- 

-
  

  
 1

9,
80

0,
00

0 
30

,0
00

,0
00

 
 7

,5
40

,0
04

 
57

,3
40

,0
04

 
 

 
機

材
保

全
 

- 
-

  
  

 4
4,

51
6,

50
0 

 2
00

,0
00

,0
00

 
  

53
,1

15
,0

00
 

29
7,

63
1,

50
0 

 
 

植
生

の
剪

定
 

- 
-

  
  

 6
6,

87
0,

00
0 

 2
50

,0
00

,0
00

 
-

31
6,

87
0,

00
0 

IV
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
事
務

所
建
設

・
設
置
費

 
37

0,
79

4,
85

2 
  

26
3,

92
8,

34
0 

79
,3

85
,4

39
 

27
,4

81
,0

73
 

-
37

0,
79

4,
85

2 
1 

建
設
費

 
26

5,
24

4,
85

2 
  

23
1,

72
7,

72
7 

29
,3

85
,4

39
 

  
4,

13
1,

68
6 

-
26

5,
24

4,
85

2 
2 

事
務

所
設

置
費

 
10

5,
55

0,
00

0 
  

 3
2,

20
0,

61
3 

50
,0

00
,0

00
 

 2
3,

34
9,

38
7 

-
10

5,
55

0,
00

0 
V

 
打

合
せ
・

セ
ミ
ナ
ー

・
会
議

 
10

0,
00

0,
00

0 
  

  
46

,3
86

,0
00

 
40

,0
00

,0
00

 
 1

3,
61

4,
00

0 
-

10
0,

00
0,

00
0 

V
I 

そ
の
他

 
40

0,
00

0,
00

0 
-

-
 

26
7,

89
2,

45
6 

 3
2,

00
0,

00
0 

29
9,

89
2,

45
6 

C
 

臨
時

支
出

 
43

3,
75

7,
80

0 
-

-
  

  
  

  
  

  
-

 
-

  
  

  
  

  
  

  
  

  
- 

  
 

 
 

合
計

 
5,

05
1,

33
5,

79
6 

1,
29

8,
00

0,
00

0
1,

33
7,

56
5,

43
9

1,
34

3,
32

7,
01

7
22

4,
44

7,
21

5
4,

20
3,

33
9,

67
1 

出
典

）
終

了
時

評
価

調
査
の

際
に

IT
ST

よ
り

提
供
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添
付

8:
 成

果
グ
リ

ッ
ド
（

指
標
の

達
成
度

）
  

20
16

年
6
月

 

 
要
約

 
指

標
 

現
在

の
進

捗
、
こ
れ

ま
で
の

実
績

 
ア

セ
ス
メ

ン
ト

 
上

位
目

標
 

開
発

さ
れ

た
地

す
べ

り
危
険

度
評
価
技

術

と
早

期
警

報
シ

ス
テ

ム
の
社

会
的
実
用

に

よ
り

ベ
ト

ナ
ム

の
幹

線
道
路

及
び
都
市

・

農
村

部
の

安
全

に
貢

献
す
る

。
 

 

1.
 E

ar
ly

 w
ar

ni
ng

 sy
st

em
 in

 H
ai

va
n 

la
nd

sl
id

e 
ar

ea
 is

 e
st

ab
lis

he
d 

by
 

us
in

g 
te

ch
no

lo
gy

 a
nd

 e
qu

ip
m

en
t 

of
 th

e 
pr

oj
ec

t. 

・
 ハ

イ
バ

ン
駅

周
辺

の
地

す
べ

り
地

で
は

、
ト

ー
タ

ル
ス

テ
ー
シ
ョ

ン
に
よ
る

地
す
べ

り
全
体
の

挙
動
モ

ニ
タ
リ
ン

グ
・
デ

ー

タ
転

送
に

よ
り

地
す

べ
り

早
期

警
戒

シ
ス

テ
ム

が
設

置
さ

れ
た
。

M
O

T
は

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
終
了

後
ど
の

よ
う
に
設

置
機
材

を
維

持
管

理
し

て
い

く
か

に
つ

い
て

決
定

す
る

必
要

が
あ

る
。
ま

た
IT

ST
は

ガ
イ
ド

ラ
イ
ン
に

基
づ
い

て
警
報
発

令
基
準

値
を

設
定

し
、

当
該

基
準

値
は

然
る

べ
き

手
続

き
に

よ
り

承
認
さ

れ
る
こ
と

が
必
要

で
あ
る
。

 

達
成
可
能

 

2.
 L

an
ds

lid
e 

ris
k 

sl
op

es
 is

 
id

en
tif

ie
d 

an
d 

as
se

ss
ed

 b
ot

h 
w

ith
in

 a
nd

 o
ut

si
de

 th
e 

ta
rg

et
 

ar
ea

s. 

・
 本

研
究

を
契

機
に

20
14

年
に

V
LA

T（
ベ

ト
ナ

ム
運

輸
セ

ク
タ
ー

地
す
べ
り

学
会
）

が
設
立
さ

れ
、

IT
ST

だ
け
で

な
く
同

国
の

研
究

・
政

府
機

関
に

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
研

究
成

果
・

情
報
が

共
有
さ
れ

る
こ
と

で
、
ベ
ト

ナ
ム
に

お
け
る
自

立
的
な

地

す
べ

り
研

究
振

興
が

期
待

で
き

る
。

 

達
成
可
能

 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

 
日

本
の

先
進

的
な

技
術
を

基
に

、
ベ
ト

ナ

ム
に

お
け

る
幹

線
交

通
網

沿
い

の
斜
面

災

害
を

軽
減

す
る

た
め

の
斜

面
災

害
危
険

度

評
価

技
術

が
共

同
開

発
さ

れ
る

と
と

も

に
、

当
該

技
術

を
活

用
で

き
る

人
材
が

育

成
さ

れ
る

。
 

 

1.
 L

an
ds

lid
e 

ris
k 

su
ch

 a
s a

re
a,

 
de

pt
h,

 v
ol

um
e,

 sp
ee

d 
of

 
la

nd
sl

id
e 

m
ot

io
n 

is
 id

en
tif

ie
d 

by
 

in
co

rp
or

at
in

g 
re

su
lts

 o
f 

m
ap

pi
ng

, t
es

tin
g 

an
d 

m
on

ito
rin

g.
  

・
 地

形
班

、
予

測
班

、
計

測
班

と
も

、
20

15
年

度
末

で
技

術
開
発
の

当
初
目
的

を
達
成

し
た
。
最

終
年
（

20
16

年
度

）
は
、

各
課

題
の

取
り

ま
と

め
と

他
課

題
と

の
統

合
、

お
よ

び
ベ

ト
ナ
ム

政
府
が
用

い
る
統

合
ガ
イ
ド

ラ
イ
ン

の
取
り
ま

と
め
作

業

を
ベ

ト
ナ

ム
側

と
共

同
で

実
施

し
て

お
り

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
終
了

（
20

16
年

11
月
）
ま

で
に
完

成
予
定

。
 

・
 統

合
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
原

案
は

IT
ST

か
ら

M
O

T
に

提
出
さ

れ
、

M
O

T
内

の
検

討
を
得

て
成
案
と

な
り
、

M
O

T
の

技
術
基

準
（

B
as

ic
 S

ta
nd

ar
d）

に
拡

充
さ

れ
る

こ
と

が
期

待
さ

れ
る

。
 

達
成
さ
れ

る
見

込
み

 

2.
 C

ap
ac

ity
 o

f I
TS

T 
st

af
f i

n 
th

e 
fie

ld
 o

f l
an

ds
lid

e 
ris

k 
as

se
ss

m
en

t i
s d

ev
el

op
ed

. 
  

・
 ベ

ト
ナ

ム
か

ら
の

7
名

（
IT

ST
よ

り
6
名

、
V

N
U
か

ら
1
名

）
の
留

学
生
が

、
20

16
年

3
月
ま

で
に
日

本
で
学
位

を
取
得

（
博

士
2
名

、
修

士
5
名

）
し

た
。

こ
れ

ら
留

学
生

は
C

/P
へ

の
ベ

ト
ナ
ム

語
で
の

説
明
と
共

同
作
業

に
あ
た
り

、
帰
国

後

IT
ST

現
地

研
究

者
の

能
力

強
化

に
貢

献
し

て
い

る
。

ま
た

修
士

1
名
は
さ
ら

に
続
け

て
博
士
課

程
に
進

学
（

20
15

年
3
月

か
ら

20
18

年
3
月

ま
で

）
し

て
い

る
。

 
・

 さ
ら

に
本

邦
で

短
期

研
修

に
参

加
し

た
IT

ST
研

究
者

1
名

（
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト

マ
ネ
ジ

ャ
ー
）
が

論
文
博

士
の
完
成

段
階
に

あ
り

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
期

間
中

に
Ph

D
を

取
得

予
定

で
あ

る
。
そ

の
他

に
3
名

の
論
文

博
士
が

見
込
ま

れ
て
い
る

。
 

学
位

 
20

16
年

3
月

時
点

 
将

来
的
な

見
込
み

 
博

士
 

2
名

 (
1 

名
は

IT
ST

、
1
名

は
V

N
U

)
7 
名

（
6
名

が
IT

ST
、

1
名

は
V

N
U
）

修
士

 
5 
名

（
全

員
が

IT
ST

）
  

2
名

（
全
員

が
IT

ST
）

 
・

 M
EX

T
と

JS
T
の

予
算

に
よ

り
、

20
14

年
に

研
究

成
果

を
も
と

に
IC

L
地
す

べ
り
教

育
ツ
ー
ル

（
テ
キ

ス
ト
、

PD
F、

パ

ワ
ー

ポ
イ

ン
ト

）
が

、
日

本
側

研
究

者
が

中
心

と
な

っ
て

作
成
さ

れ
た
。

 

ほ
ぼ
達
成

 

成
果

 
1.

 
研

究
対

象
地

域
の
前

兆
段

階
に
あ

る

地
す

べ
り

マ
ッ

プ
作

成
技

術
が
開

発

さ
れ

、
地

す
べ

り
危

険
地

域
が
特

定

さ
れ

る
。

 
 W

G
2
地

形
班

 
（

東
北

学
院

大
学
グ

ル
ー
プ

）
 

  

1-
1.

 
La

nd
sl

id
e 

di
st

rib
ut

io
n 

m
ap

 
al

on
g 

H
o 

C
hi

 M
in

h 
R

ou
te

 
fr

om
 A

 L
uo

i t
ow

n 
to

 K
ha

m
 

D
uc

, a
nd

 H
ai

va
n 

Pa
ss

 a
re

a 
an

d 
N

at
io

na
l H

ig
hw

ay
 N

o.
6 

at
 H

oa
 B

in
h 

pr
ov

in
ce

. 
 

・
 A

LO
S
全

世
界

デ
ジ

タ
ル

3D
地

形
デ

ー
タ

、
U

AV
空

中
写
真
、

画
像
情
報

な
ど
を

判
読
・
解

析
し
、

さ
ら
に
代

表
的
な

地

す
べ

り
地

形
の

現
地

踏
査

を
実

施
し

て
、

広
域

の
大

規
模

地
す
べ

り
地
形
マ

ッ
プ
と

イ
ン
ベ
ン

ト
リ
ー

（
ハ
イ
バ

ン
地

域
1

枚
、

H
C

M
ル

ー
ト

6
枚

）
を

作
成

し
た

。
さ

ら
に

A
H

P（
階
層

分
析
法
）

や
Fu

zz
y
解

析
な

ど
に
よ

る
精
度
の

高
い
危

険

度
評

価
も

実
施

し
た

。
危

険
度

評
価

関
連

指
標

の
抽

出
に

向
け
て

、
土
質
定

数
の
特

定
が
最
終

段
階
に

あ
る
。

 
・

 ホ
ア

ビ
ン

省
の

国
道

6
号

線
の

地
す

べ
り

地
域

に
つ

い
て

は
、
ハ

ノ
イ

の
IT

ST
か

ら
距

離
が
近

い
こ
と

か
ら
、
教

育
・
普

及
用

の
た

め
の

サ
イ

ト
と

し
て

選
定

さ
れ

た
た

め
、

地
す

べ
り
地

形
マ
ッ
プ

は
作
成

さ
れ
な
か

っ
た
。

 
・

 落
葉

し
な

い
熱

帯
林

地
域

に
お

け
る

地
す

べ
り

前
兆

現
象

を
把
握

す
る
た
め

に
、
空

中
写
真
の

Sf
M

な
ど
の
画
像

処
理
に

よ
る

樹
冠

D
SM

か
ら

樹
冠

移
動

を
判

読
す

る
技

術
開

発
を

進
め
た

。
 

達
成

 

1-
2.

 
Lo

ng
-te

rm
 a

ct
iv

at
ed

 
la

nd
sl

id
e 

ar
ea

 is
 id

en
tif

ie
d 

ou
t o

f t
he

 w
id

e-
ar

ea
 

m
ap

pi
ng

 in
 ta

rg
et

 a
re

as
 

m
en

tio
ne

d 
ab

ov
e.

 

・
 広

域
地

す
べ

り
地

形
の

マ
ッ

ピ
ン

グ
が

完
成

し
、

G
IS

デ
ー
タ
化

（
イ
ン
ベ

ン
ト
リ

ー
作
成
）

が
完
了

し
た
。

 
達

成
 

1-
3.

 
N

o.
 o

f I
TS

T 
st

af
f w

ho
 a

re
 

tra
in

ed
 to

 d
et

ec
t l

an
ds

lid
e 

ris
k.

 

・
 地

す
べ

り
地

形
分

布
図

・
調

査
・

解
析

と
こ

れ
を

踏
ま
え

た
対

策
立

案
に
向

け
て

、
ベ

ト
ナ
ム

版
「

地
す

べ
り
調

査
対

策
実

施
マ

ニ
ュ

ア
ル

」
を

作
成

中
で

あ
る

。
 

・
 長

期
研

修
参

加
者

6
名

、
短

期
研

修
参

加
者

5
名

、
更
に

20
名
以

上
の

IT
ST

ス
タ
ッ

フ
が
日

本
人
研

究
者
に
よ

る
IT

ST
で

の
研

修
に

参
加

し
た

。
 

達
成

 

2.
 

土
質

試
験

と
コ

ン
ピ

ュ
ー

タ
・
シ

ミ

ュ
レ

ー
シ

ョ
ン

に
よ

る
斜

面
災
害

危

険
度

評
価

技
術
が
開

発
さ
れ

る
。

 
 

2-
1.

 
La

nd
sl

id
e 

in
iti

at
io

n 
an

d 
m

ot
io

n 
is

 si
m

ul
at

ed
 b

as
ed

 
on

 th
e 

m
ea

su
re

d 
pa

ra
m

et
er

s 
of

 so
il 

ta
ke

n 
fr

om
 th

e 
ta

rg
et

 
la

nd
sl

id
es

. 

・
 大

規
模

地
す

べ
り

を
再

現
す

る
た

め
の

高
圧

非
排

水
（

3M
Pa
）

リ
ン
グ

せ
ん

断
試
験

機
を
開
発

、
さ
ら

に
ベ
ト
ナ

ム
寄
贈

用
の

実
用

リ
ン

グ
せ

ん
断

試
験

機
を

開
発

し
た

。
こ

の
装

置
を
用

い
て
、
大

規
模
潜

在
地
す
べ

り
地
で

あ
る
ハ
イ

バ
ン
駅

周

辺
斜

面
か

ら
採

取
し

た
土

壌
サ

ン
プ

ル
を

用
い

た
土

質
試

験
を
実

施
し
、
大

規
模
地

す
べ
り
の

発
生
運

動
シ
ミ
ュ

レ
ー
シ

ョ

ン
の

た
め

の
特

性
パ

ラ
メ

ー
タ

を
取

得
し

た
。

 

達
成

 

A8-1

付属資料 8.



W
G

3
予

測
班

（
IC

L
グ

ル
ー
プ
）

 
・

 地
す

べ
り

発
生

運
動

解
析

ソ
フ

ト
の

ベ
ト

ナ
ム

斜
面

向
け

機
能
を

改
善
し
た

。
ま
た

、
地
す
べ

り
シ
ミ

ュ
レ
ー
シ

ョ
ン
に

地

す
べ

り
起

因
の

津
波

解
析

機
能

を
付

加
し

、
当

該
地

す
べ

り
が
発

生
し
た
場

合
の
ダ

ナ
ン
湾
で

の
津
波

発
生
予
測

を
行
っ

た
。

 
・

 以
上

に
よ

り
、

地
す

べ
り

発
生

・
運

動
挙

動
の

把
握

に
か

か
る
技

術
的
課
題

の
開
発

（
代
表
斜

面
の
発

生
・
運
動

シ
ミ
ュ

レ

ー
シ

ョ
ン

の
実

施
）

は
既

に
終

了
し

た
。

最
終

年
度

は
、

前
兆
段

階
に
あ
る

地
す
べ

り
の
災
害

予
測
方

法
の
取
り

ま
と
め

、

そ
れ

に
基

づ
く

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

を
作

成
中

で
あ

る
。

 
3.

 
研

究
対

象
地

域
に
お

い
て

地
す
べ

り

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

に
よ

る
危

険
度
評

価

が
実

施
さ

れ
、

早
期

警
戒

シ
ス
テ

ム

が
構

築
さ

れ
る
。

 
 W

G
4

計
測

班
（

森
林

総
研

グ
ル

ー

プ
）

 
 

3-
1.

 
M

on
ito

rin
g 

sy
st

em
 is

 
eq

ui
pp

ed
 w

ith
 d

at
a 

ga
th

er
in

g 
an

d 
re

al
 ti

m
e 

tra
ns

m
itt

in
g 

sy
st

em
. 

・
 ハ

イ
バ

ン
斜

面
で

は
、

20
13

年
雨

季
（

9
月

～
12

月
）

に
、
伸
縮

計
と
雨
量

計
を
用

い
た
予
備

的
観
測

が
開
始
さ

れ
た

（
伸

縮
計

は
JS

T
予

算
に

よ
り

輸
送

・
設

置
）。

 
・

 ハ
イ

バ
ン

駅
周

辺
の

地
す

べ
り

地
で

の
ト

ー
タ

ル
ス

テ
ー

シ
ョ
ン

に
よ
る
地

す
べ
り

全
体
の
挙

動
モ
ニ

タ
リ
ン
グ

に
つ
い

て

は
、

当
初

20
13

年
度

に
予

定
し

て
い

た
観

測
機

器
の

設
置

が
遅
れ

た
が
、

20
16

年
3
月

末
を
も

っ
て
観

測
デ
ー
タ

の
遠
隔

地
へ

の
転

送
シ

ス
テ

ム
が

構
築

さ
れ

た
こ

と
で

モ
ニ

タ
リ

ン
グ
シ

ス
テ
ム
が

完
成
し

た
。
ま
た

特
に
活

動
的
な
箇

所
に
は

伸

縮
計

を
設

置
し

た
。

こ
れ

ら
に

よ
り

地
す

べ
り

発
生

過
程

の
計
測

値
特
性
の

解
析
を

進
め
た
。

 
N

o.
ハ

イ
バ

ン
地

す
べ

り
設

置
機

材
リ

ス
ト

 
数

量
 

添
付

5 
コ

メ
ン
ト

 
1)

 
ト

ー
タ

ル
ス

テ
ー

シ
ョ

ン
 

1 
N

o.
13

 
 

2)
 

プ
リ

ズ
ム

 
40

 
N

o.
13

 
 

3)
G

N
SS

3
N

o.
 1

1
4)

 
Lo

ng
-s

pa
n
伸

縮
計

（
Le

x）
 

14
 

N
o.

 7
 

 
5)

 
Sh

or
t-s

pa
n
伸

縮
計

（
Se

x）
 

5 
N

o.
 7

 
 

6)
 

マ
ニ

ュ
ア

ル
タ

イ
プ

傾
斜

計
 

1 
N

o.
14

 
 

7)
 

Ve
rti

ca
l伸

縮
計

（
Ve

x）
 

2 
N

o.
 1

4 
 

8)
 

気
象

セ
ン

サ
ー

シ
ス

テ
ム

（
雨

量
計

、
気
温
計

、

風
速

計
、

気
圧

セ
ン

サ
ー

）
 

1 
N

o.
 3

2 
 

9)
 

地
下

水
位

セ
ン

サ
ー

 
2 

N
o.

 7
 

 
10

) 
IP

カ
メ

ラ
 

2 
N

o.
 3

1 
 

11
) 

雨
量

計
 

2 
N

o.
 7

 
1
台

は
JS

T
予
算

 
12

) 
固

定
式

孔
内

傾
斜

計
（

9
台

）
 

1 
N

o.
32

 
 

・
 主

に
ベ

ト
ナ

ム
の

電
話

回
線

を
含

む
情

報
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
の
品
質

に
由
来
す

る
と
思

わ
れ
る
ト

ラ
ブ
ル

が
続
い
て

お
り
、

W
eb

表
示

の
改

良
作

業
が

20
16

年
6
月

の
JC

C
以

降
に
実

施
見
込

み
。

  
  

・
さ

ら
に

観
測

用
ボ

ー
リ

ン
グ

掘
削

に
よ

り
、

ベ
ト

ナ
ム

で
は
経

験
の
な
い

高
精
度

掘
削
技
術

の
移
転

が
行
わ
れ

た
。

 
・

 ハ
ノ

イ
IT

ST
に

お
い

て
人

工
斜

面
と

降
雨

装
置

に
よ

る
室

内
崩
壊

実
験
施
設

を
設
置

（
建
屋
に

つ
い
て

も
設
計
・

建
設
）

し
、

20
15

年
11

月
に

は
最

初
の

崩
壊

実
験

が
成

功
し

た
。
熱
帯

モ
ン
ス
ー

ン
地
域

に
適
し
た

降
雨
・

地
下
水
・

斜
面
変

動

を
統

合
し

た
自

動
計

測
シ

ス
テ

ム
を

開
発

し
、

計
測

値
と

警
戒
レ

ベ
ル
の
関

係
確
立

を
進
め
た

。
ま
た

日
本
で
開

発
さ
れ

た

多
深

度
型

土
壌

水
分

計
に

つ
い

て
は

、
ベ

ト
ナ

ム
で

の
実

用
化
の

た
め
に
ハ

ノ
イ
で

の
崩
壊
実

験
を
通

じ
た
検
証

に
よ
り

改

良
さ

れ
た

。
 

達
成

 

3-
2.

 L
an

ds
lid

e 
m

ot
io

n 
da

ta
 is

 
ac

cu
m

ul
at

ed
 a

nd
 a

na
ly

ze
d.

  
・

 20
13

年
雨

季
（

9～
12

月
）

に
ハ

イ
バ

ン
駅

裏
山

で
の
予

備
観
測

を
実
施
。

以
降
、

ハ
イ
バ
ン

駅
周
辺

の
地
す
べ

り
地
で

、

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

シ
ス

テ
ム

に
よ

り
雨

季
3
シ

ー
ズ

ン
（

20
13

、
20

14
、

20
15

）
の
デ
ー

タ
を
取
得

し
た
。

 
達

成
 

3-
3 

Th
e 

w
ay

 o
f s

et
tin

g 
w

ar
ni

ng
 

an
d 

al
er

t l
ev

el
 is

 d
ra

fte
d 

ba
se

d 
on

 th
e 

ac
tu

al
 fi

gu
re

s 
in

 p
ilo

t a
re

a 
an

d 
la

bo
ra

to
ry

 
te

st
. 

・
 ハ

イ
バ

ン
で

の
地

す
べ

り
観

測
・

デ
ー

タ
転

送
と

崩
壊

実
験
結
果

を
あ
わ
せ

て
、
地

す
べ
り
早

期
警
戒

技
術
が
開

発
さ
れ

、

現
在

そ
の

成
果

を
交

通
省

の
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
と

し
て

取
り

ま
と
め

中
で
あ
る

。
 

・
 警

報
基

準
値

に
つ

い
て

は
、

各
々

の
場

所
の

自
然

条
件

（
降
雨
・

地
震
・
地

形
・
地

質
な
ど

）、
地
す
べ

り
条
件
、

交
通
条

件
、

社
会

的
条

件
に

よ
っ

て
変

わ
る

の
で

、
IT

ST
は

鉄
道

あ
る
い

は
国
道
等

の
関
係

者
と
の
協

議
に
よ

り
設
定
す

る
予

定
。

 

達
成
さ
れ

る
見

込
み

 

4.
 

開
発

さ
れ

た
斜

面
災

害
危

険
度
評

価

技
術

の
社

会
実

装
の

た
め

の
総

合

的
な

ガ
イ

ド
ラ
イ
ン

を
策
定

す
る

。
 

W
G

1
統

合
班

（
IC

L
グ

ル
ー
プ
）

 

4-
1.

 
In

te
gr

at
ed

 g
ui

de
lin

es
 a

re
 

su
bm

itt
ed

 to
 M

O
T 

fo
r 

ap
pr

ov
al

 a
s a

 re
fe

re
nc

e 
m

at
er

ia
l. 

・
 プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
は

、
M

EX
T
と

JS
T
の

予
算

で
20

14
年
に

IC
L
地

す
べ
り
教

育
ツ
ー

ル
を
参
照

資
料
と

し
て
作
成

。
 

・
 ベ

ト
ナ

ム
に

お
け

る
斜

面
災

害
危

険
度

評
価

技
術

基
準
の

基
礎
と

な
る
「
地

す
べ
り

危
険
度
評

価
ガ
イ

ド
ラ
イ
ン

」
の
取

り

ま
と

め
が

進
行

中
。

統
合

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

は
20

16
年

6
月

予
定

の
JC

C
に
お

い
て
原

案
提
示
の

予
定
。

 
・

 IT
ST

の
R

&
D

 S
ta

nd
ar

d 
an

d 
In

t. 
C

oo
pe

ra
tio

n
局

長
が

、
統

合
ガ
イ

ド
ラ
イ
ン

に
関
す

る
M

O
T
の

窓
口
と
な

っ
て

い
る
。

達
成
さ
れ

る
見

込
み

 

注
）「

要
約

」
お

よ
び

「
指
標

」
は
、
中

間
レ
ビ

ュ
ー
調
査

時
の

第
3
回

JC
C
（

20
14

年
8
月

1
日

）
で

提
案

さ
れ

た
PD

M
 V

er
si

on
 2
（

案
）

の
も
の
。
「
現

在
の
進

捗
、
こ

れ
ま
で

の
実
績
」

に
つ
い

て
は
、
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
終
了

報
告
書

（
20

16
年

4
月

）、
JS

T
成

果
目
標
シ

ー
ト
、

SA
TR

EP
S
研

究
課

題
別

中
間

評
価

報
告

書
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

実
施

報
告

書
（

H
26

年
度

～
H

23
年

度
）

か
ら
の

情
報
、
及

び
終
了

時
評
価
現

地
調
査

で
の
情
報

を
基
に

記
載
。
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添
付

9:
 統

合
ガ
イ

ド
ラ
イ

ン
の
構

成
 

 
番

号
 

 
 

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

名
称

 
担

当
IT

ST
研

究
者

 
W

G
 

1 
Pa

rt 
1.

 M
ap

pi
ng

 a
nd

 S
ite

 P
re

di
ct

io
n 

1.
1

La
nd

sl
id

e 
to

po
gr

ap
hy

 m
ap

pi
ng

 th
ro

ug
h 

ae
ria

l p
ho

to
 in

te
rp

re
ta

tio
n 

M
Sc

. L
e 

H
on

g 
Lu

on
g 

2 
2 

 
1.

2
Fi

el
d 

W
or

k 
fo

r L
an

ds
lid

e 
En

gi
ne

er
M

Sc
. N

go
 D

oa
n 

D
un

g 
2 

3 
 

1.
3

SF
M

 b
as

e 
D

SM
 e

st
ab

lis
hi

ng
M

Sc
. N

gu
ye

n 
K

im
 T

ha
nh

3 
4 

 
1.

4
R

is
k 

Ev
al

ua
tio

n 
of

 o
cc

ur
re

d 
la

nd
sl

id
e 

us
in

g 
th

e A
na

ly
tic

 H
ie

ra
rc

hy
 P

ro
ce

ss
 (A

H
P)

M
Sc

. L
e 

H
on

g 
Lu

on
g

2 
5 

 
1.

5
La

nd
sl

id
e 

su
sc

ep
tib

ili
ty

 m
ap

pi
ng

 a
lo

ng
 th

e 
H

o 
C

hi
 M

in
h 

ro
ut

e 
in

 c
en

tra
l V

ie
tn

am
M

Sc
. D

in
h 

Va
n 

Ti
en

2 
6 

 
1.

6
H

az
ar

d 
zo

na
tio

n 
fo

r L
an

ds
lid

e 
R

is
k 

R
ed

uc
tio

n
M

Sc
. N

gu
ye

n 
K

im
 T

ha
nh

 
3 

7 
 

1.
7

G
eo

lo
gi

ca
l s

ur
ve

y 
fo

r l
an

ds
lid

e
M

Sc
. D

oa
n 

H
uy

 L
oi

3 
8 

 
1.

8
La

nd
sl

id
e 

di
sa

st
er

 a
nd

 m
iti

ga
tio

n 
fo

r r
eg

io
n

M
Sc

. D
in

h 
Va

n 
Ti

en
2 

9 
Pa

rt 
2.

 M
at

er
ia

l T
es

ts
 

2.
1

H
ig

h 
St

re
ss

 U
nd

ra
in

ed
 R

in
g 

Sh
ea

r A
pp

ar
at

us
 (R

SA
) I

nt
ro

du
ct

io
n 

M
Sc

. H
oa

ng
 T

ua
n 

N
am

3 
10

 
 

2.
2

D
ra

in
ed

 sh
ea

r s
pe

ed
 c

on
tro

l t
es

t u
si

ng
 R

SA
M

Sc
. L

am
 H

uu
 Q

ua
ng

3 
11

 
 

2.
3

U
n-

dr
ai

ne
d 

sh
ea

r s
tre

ss
 c

on
tro

l t
es

t u
si

ng
 R

SA
M

Sc
. L

am
 H

uu
 Q

ua
ng

3 
12

 
 

2.
4

Po
re

 w
at

er
 p

re
ss

ur
e 

co
nt

ro
l t

es
t u

si
ng

 R
SA

M
Sc

. L
am

 H
uu

 Q
ua

ng
3 

13
 

 
2.

5
C

yc
lic

 st
re

ss
 c

on
tro

l t
es

t u
si

ng
 R

SA
M

Sc
. L

am
 H

uu
 Q

ua
ng

3 
14

 
 

2.
6

U
n-

dr
ai

ne
d 

po
re

 w
at

er
 p

re
ss

ur
e 

an
d 

se
is

m
ic

 lo
ad

in
g

te
st

 u
si

ng
 R

SA
 

M
Sc

. L
am

 H
uu

 Q
ua

ng
3 

15
 

 
2.

7
So

il 
sh

ea
rin

g 
te

st
 in

 la
b 

–
D

ire
ct

 sh
ea

r t
es

t
M

Sc
. D

oa
n 

H
uy

 L
oi

3 
16

 
 

2.
8

Po
rta

bl
e 

D
ire

ct
 sh

ea
r a

pp
ar

at
us

 a
nd

 te
st

in
g

M
Sc

. D
oa

n 
H

uy
 L

oi
3 

17
 

Pa
rt 

3.
 M

on
ito

rin
g 

3.
1

La
nd

sl
id

e 
M

on
ito

rin
g 

Sy
st

em
s

M
Sc

.D
o 

N
go

c 
H

a
4 

18
 

 
3.

2
M

ea
su

re
m

en
t o

f s
lo

pe
 su

rf
ac

e 
di

sp
la

ce
m

en
t u

si
ng

 R
ob

ot
ic

 to
ta

l s
ta

tio
n

En
g.

 M
ai

 V
an

 N
am

4 
19

 
 

3.
3

M
ea

su
re

m
en

t o
f s

lo
pe

 su
rf

ac
e 

di
sp

la
ce

m
en

t u
si

ng
 G

lo
ba

l N
av

ig
at

io
n 

Sa
te

lli
te

 S
ys

te
m

 (G
N

SS
)

M
Sc

. V
u 

Th
e 

Tr
uo

ng
4 

20
 

 
3.

4
M

ea
su

re
m

en
t o

f s
lo

pe
 su

rf
ac

e 
di

sp
la

ce
m

en
t u

si
ng

 E
xt

en
so

m
et

er
 

M
Sc

. P
ha

m
 T

hi
 C

hi
en

4 
21

 
 

3.
5

M
ea

su
re

m
en

t o
f s

lip
 su

rf
ac

e 
di

sp
la

ce
m

en
t i

n 
bo

re
ho

le
 u

si
ng

 In
cl

in
om

et
er

En
g.

 N
gu

ye
n 

Va
n 

H
un

g
4 

22
 

 
3.

6
M

ea
su

re
m

en
t o

f s
lip

 su
rf

ac
e 

di
sp

la
ce

m
en

t i
n 

bo
re

ho
le

 u
si

ng
 V

er
tic

al
 e

xt
en

so
m

et
er

M
Sc

. N
gu

ye
n 

D
uc

 T
hi

en
4 

23
 

 
3.

7
R

ai
nf

al
l g

au
ge

 a
nd

 o
th

er
s m

et
eo

ro
lo

gi
ca

l m
ea

su
re

m
en

t
En

g.
 V

u 
K

im
 T

ra
 M

y
4 

24
 

 
3.

8
G

ro
un

dw
at

er
 o

bs
er

va
tio

n 
us

in
g 

w
at

er
 p

re
ss

ur
e 

ga
ug

e
M

Sc
. C

hu
 Q

uo
c 

D
un

g
4 

25
 

 
3.

9
Ea

rly
 w

ar
ni

ng
 sy

st
em

M
Sc

. D
o 

N
go

c 
H

a
4 

26
 

Pa
rt 

4.
 L

an
ds

lid
e 

Ex
pe

rim
en

t 
4.

1
O

ut
lin

e 
of

 la
nd

sl
id

e 
ex

pe
rim

en
t

M
Sc

. D
o 

N
go

c 
H

a
4 

27
 

 
4.

2
In

fil
tra

tio
n 

pr
op

er
tie

s o
f t

es
tin

g 
m

at
er

ia
l –

fo
r p

er
m

ea
m

et
er

 
En

g.
 N

gu
ye

n 
M

in
h 

H
ie

n
 

28
 

 
4.

3
Te

st
in

g 
m

et
ho

d 
(d

is
pl

ac
em

en
t m

ea
su

re
m

en
t, 

po
re

 p
re

ss
ur

e 
m

ea
su

re
m

en
t)

M
Sc

. H
uy

nh
 T

ha
nh

 B
in

h
4 

29
 

 
4.

4
A

na
ly

si
s o

f m
ea

su
re

d 
da

ta
 (L

an
ds

lid
e 

m
ot

io
n 

an
d 

po
re

 w
at

er
 p

re
ss

ur
e)

M
Sc

. H
uy

nh
 T

ha
nh

 B
in

h
4 

30
 

 
4.

5
M

ec
ha

ni
sm

 o
f l

an
ds

lid
e 

in
iti

at
io

n
M

Sc
. H

uy
nh

 T
ha

nh
 B

in
h

4 
31

 
Pa

rt 
5.

 S
of

tw
ar

e 
an

d 
Si

m
ul

at
io

n 
 

5.
1

A
dC

al
c 

3D
 S

of
tw

ar
e

M
Sc

. N
go

D
oa

n 
D

un
g

2 
32

 
 

5.
2

A
rc

 V
ie

w
 S

of
tw

ar
e 

-A
rc

 G
IS

10
.1

/ S
pa

tia
l A

na
ly

si
s S

of
tw

ar
e 

M
Sc

. D
oa

n 
H

uy
 L

oi
3 

33
 

 
5.

3
LS

 ra
pi

d
M

Sc
. N

gu
ye

n 
K

im
 T

ha
nh

3 
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添
付

10
: 

 5
項
目

に
基
づ

く
評
価

グ
リ
ッ

ド
 

 2
01

6
年

5
月

4
日

 
評

価
項

目
 

評
価
設
問

 
小

項
目

・
判

断
基

準
、

お
よ

び
現

時
点

で
得

ら
れ

て
い
る

情
報

 
情

報
入
手

先
 ・

入
手

手
段

 
1.

 妥
当

性
 

1.
1 
国

家
・

地
方
レ

ベ
ル
で

、
防
災
に

係
る

新
た
な
政

策
・
戦
略

の
動
き

や
変
化

は
あ

る
か

。
 

・
ベ

ト
ナ

ム
の

上
位

政
策

で
あ

る
20

07
年

策
定

の
「

自
然

災
害

の
防

止
・
対

応
・
緩

和
の
た
め

の
国
家

戦

略
20

20
」

や
同

戦
略

の
実

施
計

画
に

そ
の

後
の

変
更

は
あ

っ
た

か
。

 
・

そ
の

他
に

防
災

に
係

る
新

た
な

国
・

地
方

レ
ベ

ル
の

政
策

・
戦

略
（

山
岳

地
帯
や

中
部
高
原

で
の
土

石

流
や

地
す

べ
り

等
自

然
災

害
の

防
止

な
ど

）
の

策
定

は
あ

る
か

。
  

 
 

→
 2

01
4
年

5
月

に
自

然
災

害
予

防
管

理
法

が
施

行
。

 
・

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

・
サ

イ
ト

の
あ

る
地

方
政

府
レ

ベ
ル

で
の

政
策

変
化

な
ど

は
あ
る

か
。

 

・
 実

施
機
関

（
M

O
T/

IT
ST

）
質

問
票
及
び

イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

 
・
 関

係
機
関

（
V

N
U

/V
LA

T/
V

IG
M

R
）

ヒ
ア
リ
ン

グ
 

・
 プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
報
告

書
、
専

門
家
ヒ
ア

リ
ン
グ

 

 
1.

2 
実

施
機

関
の
ニ

ー
ズ
・

期
待
と
の

整
合

性
に
変
化

は
な
い
か

。
 

・
責

任
機

関
（

R
/D

署
名

の
M

O
T）

お
よ

び
実

施
機

関
（

IT
ST

）
の

戦
略
文

書
や
活

動
計
画
等

で
、
プ

ロ

ジ
ェ

ク
ト

活
動

に
関

す
る

記
載

や
位

置
づ

け
は

あ
る

か
。

  
  

・
カ

ウ
ン

タ
ー

パ
ー

ト
（

IT
ST

研
究

者
）

は
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

活
動

を
業
務

の
一
環

と
捉
え
て

い
る
か

。
 

・
M

O
T
お

よ
び

IT
ST

の
組

織
改

編
、

人
員

体
制

の
変

化
（

主
要

C
/P

の
異
動

な
ど
）

は
あ
っ
た

か
。

 
→

 M
O

T
副

大
臣

が
交

代
し

、
そ

れ
も

あ
っ

て
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

主
な
調
査

地
の
変

更
も
生
じ

た
。

 

・
 実

施
機
関

（
M

O
T/

IT
ST

）
質

問
票
及
び

イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

 
 

 
1.

3 
プ

ロ
ジ

ェ
ク
ト

の
ア
プ

ロ
ー
チ
は

適
切

で
あ
っ
た

か
。

 
・

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

は
対

象
分

野
の

開
発

課
題

解
決

の
手

段
と

し
て

適
切

で
あ

っ
た
か

。
 

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
対

象
地

域
の

選
定

は
適

切
か

。
 

 
→

 R
/D

に
は

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

・
サ

イ
ト

候
補

と
し

て
、

1)
 ホ

ー
チ

ミ
ン
ル

ー
ト
（

Lo
 X

o 
Pa

ss
と

A
Lu

oi
 to

w
n
の

間
）、

2)
 国

道
1
号

線
（

H
ue

と
D

a 
N

an
g
の

間
）
、

3)
 ベ

ト
ナ

ム
鉄
道

（
H

ue
と

D
a 

N
an

g
の

間
）

が
記

載
。

 
  
→

 2
01

2
年

に
ベ

ト
ナ

ム
側

か
ら

の
希

望
に

よ
り

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
サ

イ
ト
が

H
C

M
ル

ー
ト
及
び

国

道
1
号

線
か

ら
 
ソ

ン
ラ

省
の

地
す

べ
り

2
カ

所
に

変
更

さ
れ

た
。

 
 

→
 そ

の
後

再
び

ベ
ト

ナ
ム

側
の

希
望

に
よ

り
、

最
終

的
に

は
、

ダ
ナ

ン
の

ベ
ト
ナ

ム
鉄
道
ハ

イ
バ
ン

駅
裏

山
の

大
規

模
地

す
べ

り
危

険
地

が
主

要
調

査
対

象
地

す
べ

り
と

し
て
選

定
さ
れ

、
観
測
機

器

を
設

置
。

IT
ST

ダ
ナ

ン
支

所
が

あ
り

、
業

務
支

援
拠

点
と

な
っ

て
い
る
。

 
・

タ
ー

ゲ
ッ

ト
グ

ル
ー

プ
（

実
施

機
関

）
の

選
定

は
適

切
か

。
 

・
 実

施
機
関

（
M

O
T/

IT
ST

）
質

問
票
及
び

イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

 
・
 関

係
機
関

（
V

N
U

/V
LA

T/
V

IG
M

R
）

ヒ
ア
リ
ン

グ
 

・
 プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
報
告

書
、
専

門
家
ヒ
ア

リ
ン
グ

 

 
1.

4 
ベ

ト
ナ

ム
へ
の

日
本
の

協
力
方
針

と
整

合
し
て
い

る
か
。

 
・

開
発

協
力

大
綱

（
20

15
年

2
月

閣
議

決
定

）
と

の
整

合
性

 –
 自

然
災

害
及

び
防
災

対
策
は
、

重
点
課

題

「
地

球
規

模
課

題
へ

の
取

組
を

通
じ

た
持

続
可

能
で

強
靭

な
国

際
社

会
の
構

築
」
に

位
置
づ
け

。
  

・
対

ベ
ト

ナ
ム

国
別

援
助

方
針

（
20

13
年

5
月

）、
事

業
展

開
計

画
の

そ
の

後
の
更
新

の
有
無
。

 
・

仙
台

防
災

枠
組

（
20

15
-2

03
0）

と
の

整
合

性
 –

 期
待

さ
れ

る
成

果
と

目
標

、
4
つ
の

優
先
行

動
事
項

。

・
文
献
調

査
 

2.
 有

効
性

 
（

成
果

と
実

績
）

2.
1 

成
果

 1
（
広

域
地

す
べ
り

マ
ッ
ピ
ン

グ
に

よ
る
地
す

べ
り
危
険

斜
面
の

抽
出
）

 
（

別
途

、
成

果
グ

リ
ッ

ド
に

現
在

の
進

捗
と

こ
れ

ま
で

の
実

績
を

整
理

）
 

 
・
 実

施
機
関

（
IT

ST
）

質
問
票

及
び
イ
ン

タ
ビ
ュ

ー
 

・
 プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
報
告

書
、
専

門
家
ヒ
ア

リ
ン
グ

 
 

2.
2 

成
果

 2
（
土
質

試
験
と

シ
ミ
ュ
レ

ー
シ

ョ

ン
に
基
づ

く
斜
面
災

害
予
測

技
術
の

開
発

）

（
別

途
、

成
果

グ
リ

ッ
ド

に
現

在
の

進
捗

と
こ

れ
ま

で
の

実
績

を
整

理
）

 
 

・
 実

施
機
関

（
IT

ST
）

質
問
票

及
び
イ
ン

タ
ビ
ュ

ー
 

・
 プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
報
告

書
、
専

門
家
ヒ
ア

リ
ン
グ

 
 

2.
3 

成
果

 3
（
地
す

べ
り
計

測
に
よ
る

危
険

度
評
価
と

早
期
警
戒

シ
ス
テ

ム
の
構
築

）
 

（
別

途
、

成
果

グ
リ

ッ
ド

に
現

在
の

進
捗

と
こ

れ
ま

で
の

実
績

を
整

理
）

 
 

・
 実

施
機
関

（
IT

ST
）

質
問
票

及
び
イ
ン

タ
ビ
ュ

ー
 

・
 プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
報
告

書
、
専

門
家
ヒ
ア

リ
ン
グ

 
 

2.
4 

成
果

 4
（
ガ
イ

ド
ラ
イ

ン
の
策
定

）
 

（
別

途
、

成
果

グ
リ

ッ
ド

に
現

在
の

進
捗

と
こ

れ
ま

で
の

実
績

を
整

理
）

 
 

・
 実

施
機
関

（
IT

ST
）

質
問
票

及
び
イ
ン

タ
ビ
ュ

ー
 

・
 プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
報
告

書
、
専

門
家
ヒ
ア

リ
ン
グ

 
 

2.
5 

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

目
標
（

ベ
ト
ナ
ム

に
お

け
る
斜
面

災
害
危
険

度
評
価

技
術
の
共

同

開
発
お
よ

び
当
該
技

術
を
活

用
で
き
る

人

材
育
成
）

が
達
成
さ

れ
る
見

込
み
は
あ

る

か
。

 

（
別

途
、

成
果

グ
リ

ッ
ド

に
現

在
の

進
捗

と
こ

れ
ま

で
の

実
績

を
整

理
）

 
・

 P
D

M
の

目
標

・
成

果
レ

ベ
ル

の
各

指
標

は
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

終
了

時
の

成
果
お

よ
び
実
績

を
測
れ

る

よ
う

適
切

に
設

定
さ

れ
て

い
る

か
。

 
・

JI
C

A
事

業
評

価
ハ

ン
ド

ブ
ッ

ク
（

20
15

年
8
月

）
に

従
い

、
特

に
能

力
強

化
の
観

点
か
ら
の

分
野
横

断

的
な

類
型

化
に

そ
っ

た
受

益
者

の
効

果
・

変
化

の
内

容
。

 

・
 実

施
機
関

（
IT

ST
）

質
問
票

及
び
イ
ン

タ
ビ
ュ

ー
 

・
 プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
報
告

書
、
専

門
家
ヒ
ア

リ
ン
グ

 

 
2.

6 
中

間
レ

ビ
ュ
ー

で
の
提

言
（
お
よ

び

JS
T
研

究
課
題
別
中

間
評
価

報
告
書

で
の

要
望
事
項

）
へ
の
対

応
 

 

（
中

間
レ

ビ
ュ

ー
報

告
書

で
の

提
言

）
 

1)
 プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

協
力

内
容

や
方

向
性

を
よ

り
明

確
に

す
る

た
め

PD
M
（

ve
r.1

）
を
修

正
。

 
2)

 提
案

さ
れ

た
PD

M
（

ve
r.2

）
記

載
の

指
標

を
進

捗
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
に

活
用

。
 

3)
 供

与
機

材
の

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

終
了

後
の

維
持

管
理

に
係

る
見

通
し

の
明
確

化
。

 
4)

 早
期

警
戒

シ
ス

テ
ム

の
活

用
に

関
す

る
プ

ロ
ポ

ー
ザ

ル
を

M
O

T
提

出
に

向
け

て
IT

ST
が

作
成
。

 
5)

 モ
ニ

タ
リ

ン
グ

機
器

の
早

急
な

設
置

。
 

・
 実

施
機
関

（
IT

ST
）

質
問
票

及
び
イ
ン

タ
ビ
ュ

ー
 

・
 プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
報
告

書
、
専

門
家
ヒ
ア

リ
ン
グ
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6)
 供

与
機

材
の

持
続

的
な

活
用

計
画

に
係

る
プ

ロ
ポ

ー
ザ

ル
を

IT
ST

が
作

成
し

M
O

T
に

提
出

。
 

（
JS

T
研

究
課

題
別

中
間

評
価

報
告

書
で

の
要

望
事

項
）

 
 

  
1)

 早
急

な
計

測
体

制
構

築
・

計
測

デ
ー

タ
取

得
 

 
  

2)
 樹

冠
移

動
を

利
用

し
た

新
た

な
展

開
に

期
待

 
 

  
3)

 ベ
ト

ナ
ム

の
実

情
に

即
し

た
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
 

4)
 ベ

ト
ナ

ム
側

体
制

の
強

化
と

継
続

性
確

保
 

3.
 効

率
性

 
（

実
施

プ
ロ

セ

ス
）

 
 

3.
1 

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

の
計
画

（
PD

M
）

は
関

係
者
間
で

認
識
・
共

有
さ
れ

て
い
る
か

。

・
20

11
年

11
月

7
日

に
R

/D
署

名
（

国
際

共
同

研
究

期
間

は
20

11
年

11
月

7
日
～

20
16

年
11

月
6

日
、

JS
T
側

研
究

期
間

に
つ

い
て

は
暫

定
契

約
開

始
日

の
20

11
年

6
月

1
日

か
ら
年

度
末

の
20

17
年

3
月

31
日

ま
で

）。
 

・
PD

M
は

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

計
画

と
し

て
関

係
者

の
間

に
ど

の
程

度
明
瞭

に
認
識

さ
れ
て
い

る
か
。

 
・

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

開
始

後
の

PD
M

の
更

新
・

改
訂

の
有

無
。

 
→

 第
1
回

JC
C
（

20
12

年
3
月

）
に

お
い

て
PD

M
（

ve
r.1

）
が

合
意

。
 

→
 中

間
レ

ビ
ュ

ー
時

の
第

3
回

JC
C
会

議
（

20
14

年
8
月

1
日

）
に

お
い
て

PD
M
（

ve
r.2

）
が

提

案
。

そ
の

後
の

JC
C
会

議
を

通
し

て
改

訂
版

PD
M
（

ve
r.2

）
は

正
式

に
合
意

さ
れ
た

か
。

 
・

活
動

計
画

（
PO

）
と

実
際

の
活

動
の

間
に

顕
著

な
差

異
は

あ
る

か
、

あ
る

場
合
は

そ
の
原
因

。
 

・
 実

施
機
関

（
IT

ST
）

質
問
票

及
び
イ
ン

タ
ビ
ュ

ー
 

・
 プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
報
告

書
、
専

門
家
ヒ
ア

リ
ン
グ

 

 
3.

2 
R

/D
に

合
意
さ
れ

た
実
施

体
制
は
守

ら
れ

て
い
る
か

。
 

・
C

/P
の

任
命

・
参

加
の

状
況

。
 

・
JC

C
会

議
の

開
催

実
績

お
よ

び
開

催
結

果
に

か
か

る
M

/M
（

ま
た

は
議
事

録
）
の

有
無
。

 
 

 →
 第

1
回

JC
C
（

20
12

年
3
月

）、
第

2
回

JC
C
（

20
13

年
5
月

）、
第

3
回

JC
C
（

20
14

年
8
月
）

・
 実

施
機
関

（
IT

ST
）

質
問
票

及
び
イ
ン

タ
ビ
ュ

ー
 

・
 プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
報
告

書
、
専

門
家
ヒ
ア

リ
ン
グ

 

 
3.

3 
R

/D
に

合
意
さ
れ

た
投
入

は
予
定
ど

お
り

実
施
さ
れ

て
い
る
か

。
 

（
別

途
、

投
入

に
係

る
資

料
に

詳
細

を
整

理
）

 
・

JI
C

A
か

ら
の

投
入

は
適

切
で

あ
っ

た
か

：
研

究
者

（
短

期
専

門
家

）
お

よ
び

業
務

調
整

員
（

長
期

専
門

家
）、

本
邦

研
修

、
供

与
機

材
、

現
地

業
務

費
。

 
・

M
O

T
か

ら
の

投
入

は
適

切
で

あ
っ

た
か
：

C
/P

の
任

命
、
設

備
を

含
め

た
事

務
所
ス

ペ
ー
ス
、
供
与

機
材

の
維

持
管

理
費

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
活

動
に

必
要

な
情

報
・

デ
ー

タ
な

ど
。

 

・
 実

施
機
関

（
IT

ST
）

質
問
票

及
び
イ
ン

タ
ビ
ュ

ー
 

・
 プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
報
告

書
、
専

門
家
ヒ
ア

リ
ン
グ

 

 
3.

4 
日

本
側

研
究
者

と
ベ
ト

ナ
ム

側
C

/P
と

の
間
の
定

期
的
・
日

常
的
な

コ
ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ
ョ
ン

は
十
分
か

。
 

・
JC

C
会

議
以

外
に

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

調
整

の
た

め
の

内
部

的
打

合
せ

の
機

会
等
は
あ

る
か
。

 
→

 I
TS

T
メ

ン
バ

ー
と

業
務

調
整

員
と

の
月

に
一

度
の

定
期

会
合

に
よ

る
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
の
進

捗
確
認

 
・

W
eb

サ
イ

ト
・

ニ
ュ

ー
ス

レ
タ

ー
・

パ
ン

フ
レ

ッ
ト

等
に

よ
る

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
広

報
は
あ
る

か
。

 
・

研
究

者
が

ベ
ト

ナ
ム

に
滞

在
し

て
い

な
い

時
の

C
/P

と
の

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ
ン

は
十
分
で

あ
っ
た

か
。

 

・
 実

施
機
関

（
IT

ST
）

質
問
票

及
び
イ
ン

タ
ビ
ュ

ー
 

・
 プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
報
告

書
、
専

門
家
ヒ
ア

リ
ン
グ

 

 
3.

5 
日

本
側

の
研
究

者
グ
ル

ー
プ
間
お

よ

び
、
ベ
ト

ナ
ム

側
C

/P
の

研
究

グ
ル
ー

プ

間
で
の
定

期
的
・
日

常
的
な

コ
ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ
ョ
ン

は
十
分
か

。
 

・
研

究
者

グ
ル

ー
プ

間
の

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
は

ど
の

よ
う

に
図

ら
れ

て
き
た
か

。
 

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
実

施
期

間
中

に
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

の
向

上
は

見
ら

れ
た
か
。

 
・
 実

施
機
関

（
IT

ST
）

質
問
票

及
び
イ
ン

タ
ビ
ュ

ー
 

・
 プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
報
告

書
、
専

門
家
ヒ
ア

リ
ン
グ

 

 
3.

6 
プ

ロ
ジ

ェ
ク
ト

の
現
時

点
ま
で
の

促
進

要
因
・
阻

害
要
因
。

 
・

PD
M

に
記

載
の

外
部

条
件

の
発

現
は

あ
っ

た
か

。
 

・
中

間
レ

ビ
ュ

ー
時

に
指

摘
の

あ
っ

た
促

進
要

因
・

阻
害

要
因

 
（

促
進

要
因

）
災

害
管

理
に

か
か

る
法

的
枠

組
み

の
整

理
（

20
14

年
5
月
の

自
然
災

害
予
防
管

理
法
の

施
行

）
、

ク
ロ

ア
チ

ア
SA

TR
EP

S
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

成
果

の
活

用
 

（
阻

害
要

因
）

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

・
サ

イ
ト

地
域

の
変

更
に

伴
う

ベ
ト

ナ
ム
側

で
の
プ

ロ
ジ
ェ
ク

ト
・
ド

キ
ュ

メ
ン

ト
承

認
の

遅
延

（
20

12
年

12
月

）、
A

4
フ

ォ
ー

ム
の

作
成
を
含
む

調
達
手

続
き
の
遅

れ

・
そ

の
他

に
特

記
す

べ
き

促
進

要
因

・
阻

害
要

因
は

あ
る

か
。

 
1)

 プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
効

率
的

な
推

進
の

最
大

の
理

由
と

し
て

は
、

ベ
ト
ナ
ム

人
留
学

生
に
よ
り

、
ベ
ト

ナ
ム

側
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
参

加
者

へ
の

ベ
ト

ナ
ム

語
に

よ
る

説
明

と
共
同
作
業

が
実
施

で
き
た
こ

と
。

 
2)

 地
す

べ
り

地
形

と
危

険
斜

面
の

判
読

に
必

要
な

空
中

写
真

、
地

図
等
の
画

像
情
報

に
つ
い
て

は
軍
の

許
可

等
が

必
要

な
こ

と
、

ま
た

国
境

地
帯

で
の

外
国

人
に

よ
る

利
用
は
原
則

認
め
ら

れ
な
い
こ

と
。

 

・
 実

施
機
関

（
M

O
T/

IT
ST

）
質

問
票
及
び

イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

 
・
 関

係
機
関

（
V

N
U

/V
LA

T/
V

IG
M

R
）

ヒ
ア
リ
ン

グ
 

・
 プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
報
告

書
、
専

門
家
ヒ
ア

リ
ン
グ

 

4.
 イ

ン
パ

ク
ト

 
4.

1 
上

位
目

標
「
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
成
果

の
社

会
的
実
用

に
よ
り
ベ

ト
ナ
ム

の
都
市

・
農

村
部
の
幹

線
交
通
網

の
安
全

に
貢
献

」
は

・
上

位
目

標
の

設
定

は
、

指
標

も
含

め
て

、
現

時
点

で
も

適
切

か
。

 
・

ハ
イ

バ
ン

駅
周

辺
の

地
す

べ
り

地
で

の
地

す
べ

り
挙

動
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
及

び
地
す

べ
り
早
期

警
戒
シ

ス

テ
ム

は
、

今
後

も
継

続
的

に
維

持
管

理
・

活
用

さ
れ

る
見

通
し

は
あ

る
か
。

 

・
 実

施
機
関

（
M

O
T/

IT
ST

）
質

問
票
及
び

イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

 
・
 関

係
機
関

（
V

N
U

/V
LA

T/
V

IG
M

R
）

ヒ
ア
リ
ン
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注

）
評

価
グ

リ
ッ

ド
は
、

JI
C

A
事
業
評

価
ガ
イ

ド
ラ
イ
ン

（
第

2
版

、
20

14
年

5
月

）
及

び
JI

C
A
事

業
評

価
ハ

ン
ド

ブ
ッ

ク
（

Ve
rs

io
n 

1、
20

15
年

8
月

）
を
踏

ま
え
て

、
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト

終
了
報

告
書
（

20
16

年
4
月

）、
JS

T
成

果
目

標
シ

ー
ト
（

20
16

年
4
月

）、
中
間
レ
ビ

ュ
ー
報

告
書
（

20
14

年
8
月

）
、

SA
TR

EP
S
研

究
課

題
別

中
間

評
価

報
告

書
、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
実

施
報

告
書
（

H
26

年
度
～

H
23

年
度
）
、
研

究
計
画
書
（

H
28

年
次
～

H
24

年
次
）
、
詳

細
計

画
策

定
調

査
報

告
書

（
20

14
年

2
月
）

か
ら
の

情
報
を
も

と
に

作
成

。
 

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
終
了

後
3－

5
年

で
の

達

成
が
見
込

め
る
か
。

 
・

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

・
サ

イ
ト

か
ら

他
地

域
へ

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
効

果
の

普
及

を
支
援

す
る
取
り

組
み
は

何

か
実

施
さ

れ
て

い
る

か
。

 
・

JS
T
成

果
目

標
シ

ー
ト

で
の

上
位

目
標

「
斜

面
災

害
危

険
度

評
価

技
術

の
大
メ
コ

ン
圏
地
域

等
へ
の

展
開

と
適

用
性

拡
大

」
と

は
整

合
し

て
い

る
か

。
 

グ
 

・
 プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
報
告

書
、
専

門
家
ヒ
ア

リ
ン
グ

 

 
4.

2
上

位
目
標

以
外
の

想
定
さ

れ
る
ポ
ジ

テ

ィ
ブ
（
ま

た
は
ネ
ガ

テ
ィ
ブ

）
な
イ
ン

パ

ク
ト
は
何

か
あ
る
か

。
 

・
ポ

ジ
テ

ィ
ブ

・
ネ

ガ
テ

ィ
ブ

な
イ

ン
パ

ク
ト

の
有

無
（

特
に

貧
困

削
減
、

環
境
保

全
、
ジ
ェ

ン
ダ
ー

等

の
開

発
課

題
に

対
し

）。
 

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
活

動
以

外
で

の
ベ

ト
ナ

ム
国

内
、

お
よ

び
他

国
で

の
関
連

行
事
等

へ
の
出
席

・
発
表

。
 

・
二

国
間

関
係

強
化

、
日

本
企

業
／

技
術

の
参

入
促

進
と

い
っ

た
イ

ン
パ
ク

ト
へ
の

影
響
の
有

無
。

 

・
 実

施
機
関

（
M

O
T/

IT
ST

）
質

問
票
及
び

イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

 
・
 関

係
機
関

（
V

N
U

/V
LA

T/
V

IG
M

R
）

ヒ
ア
リ
ン

グ
 

・
 プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
報
告

書
、
専

門
家
ヒ
ア

リ
ン
グ

 
 

4.
3 

他
の
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
（

JI
C

A
、
国

連
機

関
、
他
国

援
助
機
関

）
と
の

協
力
ま
た

は

そ
の
予
定

は
あ
る
か

。
 

・
他

の
防

災
関

連
JI

C
A
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
と

の
情

報
交

換
は

何
か

あ
る

か
。

 
→

 ク
ロ

ア
チ

ア
SA

TR
EP

S
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

成
果

の
活

用
 

・
国

連
・

援
助

機
関

に
よ

る
防

災
関

連
活

動
や

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

と
の

連
携

や
情
報
交

換
は
あ
っ

た
か
。

 

・
 実

施
機
関

（
M

O
T/

IT
ST

）
質

問
票
及
び

イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

 
・
 プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
報
告

書
、
専

門
家
ヒ
ア

リ
ン
グ

 
5.

 持
続

性
 

5.
1 
政

策
・

制
度
の

観
点
か

ら
の
仕
組

み
は

整
っ
て
い

る
か
。

 
 

・
政

府
の

防
災

に
関

す
る

取
り

組
み

が
大

き
く

変
化

す
る

よ
う

な
予

見
は

あ
る
か
（

協
力
終
了

後
も
政

策

面
か

ら
の

支
持

は
継

続
さ

れ
る

見
込

み
は

あ
る

か
）
。

 
・

自
然

災
害

予
防

管
理

法
（

20
13

年
6
月

制
定

、
20

14
年

5
月

施
行

）
で
は

、
災
害

予
防
管
理

に
係
る

国

家
戦

略
は

10
年

毎
に

、
実

施
計

画
は

5
年

毎
に

策
定

す
る

こ
と

が
義

務
付
け

ら
れ
て

お
り
、
こ

れ
を
踏

ま
え

た
国

家
戦

略
、

実
施

計
画

に
か

か
る

動
き

は
何

か
あ

る
か

。
 

・
同

法
に

は
、

災
害

危
険

度
の

特
定

、
評

価
、

マ
ッ

ピ
ン

グ
と

自
然

災
害

モ
ニ
タ
リ

ン
グ
管
理

に
つ
い

て

は
、

M
O

N
R

E
と

VA
ST

（
ベ

ト
ナ

ム
科

学
技

術
院

）
が

主
管

組
織

で
あ

る
こ

と
が
明

記
さ
れ
て

い
る
。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

便
益

の
維

持
お

よ
び

拡
大

に
む

け
て

、
M

O
N

R
E
及

び
VA

ST
と

の
連
携

は
図
ら

れ
て

い
る

か
。

 
・

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

便
益

の
維

持
お

よ
び

拡
大

、
さ

ら
に

は
上

位
目

標
の

達
成

に
向
け

た
M

O
T/

IT
ST

の
意

思
・

コ
ミ

ッ
ト

メ
ン

ト
は

確
認

で
き

る
か

（
計

画
・

文
書

で
の

言
及

、
関
連

会
議
の

主
催
程
度

や
発
言

内
容

、
独

自
予

算
に

よ
る

活
動

の
有

無
な

ど
）

 

・
 実

施
機
関

（
M

O
T/

IT
ST

）
質

問
票
及
び

イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

 
・
 関

係
機
関

（
V

N
U

/V
LA

T/
V

IG
M

R
）

ヒ
ア
リ
ン

グ
 

・
 プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
報
告

書
、
専

門
家
ヒ
ア

リ
ン
グ

 

 
5.

2 
便

益
を

持
続
し

て
い
く

た
め
の
体

制
は

十
分
か
。

 
 

・
協

力
終

了
後

も
、

実
施

機
関

は
効

果
を

持
続

し
て

い
く

た
め

の
組

織
能

力
（
人
材

配
置
、
業

務
所
掌

な

ど
）

を
有

す
る

見
込

み
は

あ
る

か
。

 
→

 I
TS

T
が

策
定

中
の

組
織

改
編

プ
ロ

ポ
ー

ザ
ル

（
20

14
～

20
20
）
、

そ
の
中

の
「
地

質
災
害
研

究
教
育

セ
ン

タ
ー

（
仮

称
）」

の
設

立
計

画
の

進
捗

状
況

。
 

→
 中

間
レ

ビ
ュ

ー
（

20
14

年
）

時
点

で
は

設
立

準
備

段
階

に
あ

っ
た

V
LA

T
の

そ
の
後
の

進
捗

状

況
。

 
・

組
織

と
し

て
増

員
の

可
能

性
は

あ
る

か
。

C
/P

の
雇

用
形

態
に

パ
ー

マ
ネ

ン
ト
、

テ
ン
ポ
ラ

リ
ー
の

区
別

は
あ

る
か

。
 

・
 実

施
機
関

（
M

O
T/

IT
ST

）
質

問
票
及
び

イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

 
・
 プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
報
告

書
、
専

門
家
ヒ
ア

リ
ン
グ

 

 
5.

3 
財

政
面

か
ら
の

持
続
性

の
見
通
し

は
あ

る
か

。
 

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
実

施
期

間
中

の
予

算
確

保
の

実
績

、
ま

た
今

後
の

予
算

確
保
に
向

け
た
措
置

は
講
じ

ら

れ
て

い
る

か
。

 
・

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

の
今

後
の

活
用

や
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
・

サ
イ

ト
の

拡
大

に
関

す
る
今

後
の
実
施

計
画
、

そ

の
た

め
の

予
算

計
画

は
あ

る
か

。
 

・
国

連
・

国
際

協
力

機
関

か
ら

の
支

援
ま

た
は

協
働

の
可

能
性

。
 

・
 実

施
機
関

（
M

O
T/

IT
ST

）
質

問
票
及
び

イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

 
・
 プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
報
告

書
、
専

門
家
ヒ
ア

リ
ン
グ

 

 
5.

4 
技

術
面

か
ら
の

持
続
性

は
見
込
め

る

か
。

 
・

現
在

作
成

中
の

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

の
、

M
O

T
に

よ
る

検
討

・
承

認
・

採
用
の

見
込
み

。
 

・
供

与
機

材
の

持
続

的
な

運
用

は
見

込
め

る
か

（
責

任
機

関
、

予
算

、
担
当

部
署
、

点
検
を
含

む
維
持

管

理
体

制
お

よ
び

計
画

は
妥

当
か

）
。

 
・

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

以
外

に
C

/P
が

技
術

・
知

識
を

再
確

認
、

ア
ッ

プ
デ

ー
ト

す
る
た

め
の
研
修

機
会
等

は

あ
る

か
。

 
 →

 ベ
ト

ナ
ム

か
ら

は
IT

ST
お

よ
び

V
IG

M
R
の

2
機

関
が

IC
L
に

加
盟

し
て
い

る
。

 
・
（

政
策

・
制

度
、

体
制

・
人

材
、

財
政

、
技

術
以

外
の

観
点

か
ら

）
持

続
性

を
阻
害

す
る
よ
う

な
そ
の

他

の
要

因
、

リ
ス

ク
は

あ
る

か
。

 

・
 実

施
機
関

（
M

O
T/

IT
ST

）
質

問
票
及
び

イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

 
・
 プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
報
告

書
、
専

門
家
ヒ
ア

リ
ン
グ
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